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第一部【ファンド情報】 
第１【ファンドの状況】 

１【ファンドの性格】 
(1)【ファンドの目的及び基本的性格】 
① ファンドの目的
当ファンドは、外国投資法人「Ｐｒｕインディア・エクイティ・オープン」（以下

「当社グループ
＊
外国投資法人」といいます。）の米ドル建て投資証券およびわが国の

証券投資信託「ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ｉ（適格機関投資家向け）」
の受益証券（振替受益権を含みます。）を主要投資対象とし、信託財産の成長を目指し
て運用を行います。
以下、本書において、投資信託または外国投資信託および投資法人または外国投資法
人の、受益証券または投資証券（振替受益権または振替投資口を含みます。）を「投資
信託証券」といいます。
＊ 後述の「(２) ファンドの仕組み　④委託会社の概況」の（注）をご参照ください。

 

② 基本的性格
当ファンドは、社団法人投資信託協会が定める商品分類において、追加型投信／海外／
株式に該当します。

 

商品分類表

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産（収益の源泉）

 

単位型投信

 

追加型投信

 

国　　内
 

海　　外
 

内　　外

株　　式

債　　券

不動産投信

その他資産

資産複合

（注）当ファンドが該当する商品分類を網掛け表示しています。
 

○当ファンドが該当する商品分類の定義
「追加型投信」… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の

信託財産とともに運用されるファンドをいいます。
「海外」… 目論見書または投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が

実質的に海外の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。
「株式」… 目論見書または投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が

実質的に株式を源泉とする旨の記載があるものをいいます。
 

属性区分表

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ
 

株式
　一般
　大型株
　中小型株
債券
　一般
　公債
　社債
　その他債券
クレジット属性
不動産投信
その他資産
（投資信託証券
（株式））
資産複合
 

 

年1回
 

年2回
 

年4回
 

年6回
（隔月）

 

年12回
（毎月）

 

日々
 

その他
 

 

グローバル
 
日本
 

北米
 

欧州
 

アジア
 
オセアニア
 

中南米
 

アフリカ
 

中近東（中東）
 

エマージング

 

 

 

 

 

ファミリー
ファンド
 

 

 

ファンド・オブ・

ファンズ

 

 

 

 

 

あり
 

 

 

 

なし
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（注）当ファンドが該当する属性区分を網掛け表示しています。
 

○当ファンドが該当する属性区分の定義

「その他資産（投資信託証券（株式））」… 目論見書または投資信託約款におい

て、投資信託証券を通じて、実質的に株式に投資する旨の記載があるもの

をいいます。

「年4回」… 目論見書または投資信託約款において、年4回決算する旨の記載がある

ものをいいます。

「アジア」… 目論見書または投資信託約款において、組入資産による投資収益が日

本を除くアジア地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。

「ファンド･オブ･ファンズ」… 「投資信託等の運用に関する規則」第2条に規定す

るファンド・オブ・ファンズをいいます。

「為替ヘッジなし」… 目論見書または投資信託約款において、為替のヘッジを行わ

ない旨の記載があるものまたは為替のヘッジを行う旨の記載がないもの

をいいます。
 

＊上記以外の商品分類および属性区分の定義については、社団法人投資信託協会の

ホームページ（http://www.toushin.or.jp）をご覧ください。
 

③ 信託金の限度額

信託金の限度額は5,000億円とします。ただし、受託会社との合意のうえ、この限度額

を変更することができます。
 

④ ファンドの特色

１． 主としてインドの金融商品取引所に上場する株式に実質的に投資を行います。

「当社グループ外国投資法人」への投資を通じて、主としてインドの金融商品取引所

に上場する株式に実質的に投資を行います。
 

２． ファンド・オブ・ファンズ形式で運用を行います。

主としてインドの株式に投資する「当社グループ外国投資法人」の米ドル建て投資

証券およびわが国の証券投資信託「ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ｉ（適

格機関投資家向け）」の受益証券（振替受益権を含みます。）を主要投資対象とし、

ファンド・オブ・ファンズ形式で運用を行います。
 

３． 3ヵ月ごとの決算時に、分配を行うことを目指します。

毎年3月、6月、9月、12月の各15日に決算を行い、分配を行うことを目指します。分配金

額は、委託会社が基準価額水準・市況動向等を勘案して決定します。

ただし、分配対象額が少額の場合は、収益分配を行わないこともあります。
 

４． 原則として、為替ヘッジは行いません。

外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いませんので、当該通貨と円との

為替相場の変動の影響を受けることになります。
 

５． 当社グループのネットワークを最大限活用します。

インドの株式等への投資にあたっては、当社グループ内のインド株式投資に関する専

門知識と豊富な経験を最大限活用します。
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(2)【ファンドの仕組み】 

①　ファンドの仕組み

 

＜ファンド・オブ・ファンズの仕組み＞

 

②　委託会社等およびファンドの関係法人
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ａ．委託会社：ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社
　当ファンドの委託者として信託財産の運用業務等を行います。

ｂ．受託会社：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（再信託受託会社：日本マスタートラスト
信託銀行株式会社）

　当ファンドの受託者として信託財産の保管・管理等を行います。なお、信託事務の一
部につき、再信託受託会社に委託することがあります。

ｃ．販売会社：
　当ファンドの受益権の募集の取扱いおよび販売、一部解約に関する事務、収益分配金
の再投資、一部解約代金・収益分配金および償還金の支払いに関する事務等を行いま
す。

③　委託会社が関係法人と締結している契約等の概要
ａ．受託会社と締結している契約
「証券投資信託契約」が締結されており、投資信託財産の運用方針、信託報酬の総額、
受益権の募集方法に関する事項等が定められています。

ｂ．販売会社と締結している契約
「投資信託受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」が締結されており、受益権
の募集および一部解約の取扱いに関する事項、収益分配金、一部解約金および償還金の
支払いの取扱いに関する事項等が定められています。

④　委託会社の概況
ａ．名称
ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

ｂ．代表者の役職氏名
代表取締役　　龍　万成

ｃ．本店の所在の場所
東京都千代田区丸の内二丁目2番2号
丸の内三井ビル

ｄ．資本金の額
平成20年12月末日現在　　　資本金　　649.5百万円

ｅ．委託会社の沿革
　平成11年12月　　ピーピーエム投信投資顧問株式会社設立
　平成12年 1月　　投資顧問業の登録
　平成12年 5月　　投資一任契約にかかる業務の認可を取得
　平成12年 5月　　証券投資信託委託業の認可を取得
　平成14年 1月　　ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社へ商号変更
　平成19年 9月　　金融商品取引法施行による金融商品取引業（投資助言・代理業、投資

運用業、第二種金融商品取引業）のみなし登録
ｆ．大株主の状況（平成20年12月末日現在）

 株主名 住所 所有株式数 所有比率

 
プルーデンシャル・コーポ
レーション・ホールディング
ス・リミテッド

英国 ロンドン市
ローレンス・パウトニー
・ヒル EC4R ０HH

23,060株100％

 

（注）ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社は、英国で設立されたプルーデン
シャル社（「英国プルーデンシャル社」）の間接子会社です。英国プルーデンシャ
ルグループは、英国プルーデンシャル社とその子会社および関連会社から構成され、
世界各国で保険やその他の金融サービス事業を展開する世界有数の金融サービスグ
ループです。160年以上の歴史を持ち、2008年6月末日現在その運用資産は2,560億ポ
ンド（約54.1兆円、1ポンド＝211.62円で換算）にのぼります。英国プルーデンシャ
ルグループは、主に米国で事業を展開しているプルデンシャル ファイナンシャル社
とは、なんら関係がありません。
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２【投資方針】 

(1)【投資方針】 

① 基本方針

　この投資信託は、信託財産の成長を目指して運用を行います。

② 投資態度

ａ．外国投資法人「当社グループ外国投資法人」の米ドル建て投資証券およびわが国

の証券投資信託「ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ⅰ（適格機関投資家向

け）」の受益証券（振替受益権を含みます。）を主要投資対象とし、各ファンドに対す

る投資比率は以下の通りとします。

1. 当社グループ外国投資法人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原則90％以上

インド株式を主要投資対象とし、中長期的なトータル・リターンの最大限の獲得

を目的とするモーリシャス籍外国投資法人の米ドル建て投資証券

2. ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ⅰ（適格機関投資家向け）　原則10％未満

わが国の国債を中心に、国債、政府保証債、地方債等の公共債を主要投資対象とし

安定的な収益の確保を目的とするわが国の証券投資信託の受益証券（振替受益権

を含みます。）

ｂ．外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

ｃ．償還準備に入ったとき、大量の追加設定または解約による資金動向、市場動向、なら

びに信託財産の規模等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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＜主要投資対象ファンドの概要＞
 

１. 当社グループ外国投資法人

 
フ ァ ン ド

名

Pru India Equity Open 
（Pruインディア・エクイティ・オープン）

 
形態／商品分

類
モーリシャス籍投資法人／オープン・エンド型

 表　示　通　貨 米ドル

 
運用の基本方

針

インド株式を主要投資対象とし、中長期的なトータル・リターンの

最大限の獲得を目指した運用を行います。

 
主 な 投 資 対

象

インドの金融商品取引所に上場する株式等を主要投資対象としま

す。また、投資対象株式のＡＤＲ（米国預託証書）やＧＤＲ（グロー

バル預託証書）も投資対象とします。

 
ベ ン チ マ ー

ク
S&P CNX Nifty※

 
ファンドの関係法

人

 

運 用 会 社
 

プルーデンシャル・アセット・マネジメ

ント（シンガポール）リミテッド（以下

「ＰＡＭＳ」といいます。）

管 理 会 社

ドイチェ・インターナショナル・トラスト

・コーポレーション（モーリシャス）リミ

テッド

 
ファンドの特

徴

1. インド株式を主要投資対象とし、中長期的なトータル・リターンの最
大限の獲得を目指した運用を行います。

2. 主として、インドの金融商品取引所に上場する株式等に投資を行いま
す。また、投資対象株式のＡＤＲ（米国預託証書）やＧＤＲ（グロー
バル預託証書）も投資対象とします。

3. 運用会社であるＰＡＭＳは、インドにおける当社グループ運用会社を
はじめとする当社グループ会社のインド株式投資に関する専門知識
と豊富な経験を活用した運用を行います。

4. アクティブ運用により、ベンチマークを上回る収益の獲得を目的と

し、信託財産の長期的な成長を目指した運用を行います。運用にあ

たっては、中長期的なファンダメンタルズ要因を重視すると共に、短

期的なテクニカル要因を考慮した銘柄選択を行うことにより、超過

収益の獲得を目指します。

 

手　数　料　等

申 込 手 数 料 ありません。

 

運 用 報 酬

(純資産額50百万米ドル以下の

部分)
年率0.35％

 
（純資産額50百万米ドル超の

部分）
年率0.30％

 管 理 報 酬 等 年率0.25％（上限）

 合　　　計 年率0.60％（上限）

 
上記には、監査費用、組入有価証券の売買時に発生する売買委託手数

料、資産を外国で保管する場合の費用等が含まれます。

 設　　立　 　日 平成16年9月29日

 決　　算　 　日 毎年8月31日
 

※S&P CNX Niftyとは、インドを代表する22の業種にわたる50の株式のパフォーマンスを表
す指数です（平成21年1月末日現在）。同指数は、ナショナル証券取引所が出資するイン
ディア・インデックス・サービス・アンド・プロダクツ・リミテッド（ＩＩＳＬ）が所
有し、管理を行っています。ＩＩＳＬは、スタンダード＆プアーズ（Ｓ＆Ｐ）とコンサル
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ティングおよびライセンス契約を結んでいます。
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２. ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型I（適格機関投資家向け）

 フ　ァ　ン　ド　名
ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ｉ（適格機関投資家

向け）

 商 　 品 　 分 　 類 追加型投信／国内／債券

 表 　 示 　 通 　 貨 日本円

 運 用 の 基 本 方 針

わが国の国債を中心に、国債、政府保証債、地方債等の公共債

を主要投資対象とし、安定的な収益の確保と信託財産の成長

を目指した運用を行います。

 主 な 投 資 対 象 日本国債

 ベ ン チ マ ー ク メリルリンチ国債インデックス (１～10年債)

 

ファンドの関係法人

委 託 会 社
ピーシーエー・アセット・マネジメント株

式会社

 投資顧問会社 ＰＡＭＳ

 受 託 会 社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

 フ ァ ン ド の 特 徴

1. わが国の国債を中心に、国債、政府保証債、地方債等の公共債
に投資を行い、安定的な収益の確保と信託財産の中長期的な
成長を目指した運用を行います。

2. 投資に際しては、内外いずれかの評価機関からＢａａ３ある
いはＢＢＢ－相当以上の格付けを得ている信用度の高い銘
柄とします。格付けを取得していない公社債については、委
託会社が同等の信用力があると判断した場合には投資を行
うことがあります。

3. 投資にあたっては、ファンダメンタルズ分析、金利動向予測、
イールドカーブ分析等を行い、信用リスク、流動性および分
散投資に配慮しながら投資を行います。

4. 委託会社は、ＰＡＭＳに運用の指図に関する権限を委託しま
す。

 

手 　 数 　 料 　 等

申込手数料 ありません。

 信託報酬 年率0.21％（税抜0.2％）

 
このほか、監査費用、有価証券売買時の売買委託手数料等は

ファンドが負担します。

 信　託　設　定　日 平成14年8月26日

 決 　 　 算 　 　 日 毎年2月25日（2月25日が休業日の場合は、翌営業日とします。）
 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社は、英国で設立されたプルーデンシャル
社（「英国プルーデンシャル社」）の間接子会社です。英国プルーデンシャルグループは、
英国プルーデンシャル社とその子会社および関連会社から構成され、世界各国で保険やそ
の他の金融サービス事業を展開する世界有数の金融サービスグループです。160年以上の歴
史を持ち、2008年6月末日現在その運用資産は2,560億ポンド（約54.1兆円、1ポンド＝
211.62円で換算）にのぼります。英国プルーデンシャルグループは、主に米国で事業を展開
しているプルデンシャル ファイナンシャル社とは、なんら関係がありません。
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(2)【投資対象】 

① 投資対象とする資産の種類

当ファンドにおいて、投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条

第1項で定めるものをいいます。以下同じ。）

イ　有価証券

ロ　金銭債権 （上記イおよび下記ハに掲げるものに該当するものを除きます。以下同

じ。）

ハ　約束手形（金融商品取引法第2条第1項第15号に掲げるものを除きます。）

２．次に掲げる特定資産以外の資産

イ　為替手形

② 有価証券の指図範囲

　委託会社は、信託金を主として「当社グループ外国投資法人」の米ドル建て投資証券お

よびわが国の証券投資信託「ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ｉ（適格機関投資

家向け）」の受益証券（振替受益権を含みます。）に投資を行うほか、次の有価証券（金

融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除

きます。）に投資することを指図します。

１. 国債証券

２. 地方債証券

３. 特別の法律により法人の発行する債券

４. 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券の新株引

受権証券を除きます。）

５. コマーシャル・ペーパー

６. 外国または外国の者の発行する証券または証書で、前号の証券または証書の性質を

有するもの

なお、第1号から第4号までを以下「公社債」といい、公社債にかかる運用の指図は

短期社債等への投資ならびに買い現先取引（売戻し条件付きの買入れ）および債券

貸借取引（現金担保付き債券借り入れ）に限り行うことができるものとします。

③ 投資対象とする金融商品

　委託会社は、信託金を、上記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品

取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みま

す。）により運用することを指図することができます。

１．預金

２．指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項第14号に規定する受益証券発行信託を

除きます。）

３．コール・ローン

４．手形割引市場において売買される手形

　ただし、上記②にかかわらず、当ファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動への対応等、

委託会社が運用上必要と認めるときには、委託会社は、信託金を上記③1．から4．までに

掲げる金融商品により運用することの指図ができます。
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(3)【運用体制】 

当ファンドの運用体制は以下の通りです。
 

＜委託会社の運用体制および内部管理体制＞

 

1． 投資政策委員会において投資方針の決定が行われます。

2． 運用部において投資環境の調査・分析を行います。これらの調査・分析結果を踏ま

え、投資政策委員会により決定された投資方針に基づいて、運用部が投資判断を行い

ます。投資判断を行うにあたっては、ガイドラインに抵触しないことの確認が求めら

れ、投資リスクのモニタリング等が行われます。

3． ガイドライン遵守状況のモニタリング等は、運用部から独立した管理部門および

リーガル＆コンプライアンスが担当します。運用状況の管理および運用リスクの妥当

性確認のため、管理部門はデータ提供等を行い、モニタリングサポートを行います。

リーガル＆コンプライアンスは、法令等遵守状況およびガイドライン遵守状況のモニ

タリングを行います。これらの結果を運用部にフィードバックすることにより、精度

の高い運用体制を維持できるように努めています。
 

＜運用体制に関する社内規則＞
委託会社は、「投資運用業に係る業務運営規程」に則って運用を行います。

 

＜委託会社によるファンドの関係法人に対する管理体制＞
受託会社に対しては、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを行っております。
また、内部統制に関する外部監査人による報告書等を定期的に受取り、業務執行体制
のモニタリングを行っています。

 

なお、ファンドの運用体制は平成20年12月末日現在のものであり、今後、変更となる場
合があります。
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(4)【分配方針】 
① 収益分配方針
　毎決算時に、原則として以下の方針に基づき、分配を行います。
１．分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含
みます。）等の全額とします。
２．収益分配金額は、委託会社が基準価額水準・市況動向等を勘案して決定します。ただ
し、分配対象額が少額の場合は、収益分配を行わないこともあります。
３．留保益の運用については特に制限を設けず、運用の基本方針に基づき、元本部分と同
一の運用を行います。

② 収益の分配方式
１．信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。
ａ．配当金、利子およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額（以下「配当等
収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬にかかる消費税等相当
額を控除した後、その残額を受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配
金にあてるため、その一部を分配準備積立金として積立てることができます。
ｂ．売買損益に評価損益を加減して得た利益金額（以下「売買益」といいます。）は、
諸経費、信託報酬および当該信託報酬にかかる消費税等相当額を控除し、繰越欠損金の
あるときは、その全額を売買益をもって補填した後、受益者に分配することができま
す。なお、次期以降の収益分配金にあてるため、分配準備積立金として積立てることが
できます。

２．毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。

③ 収益分配金の交付
収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受
益者（当該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかか
る受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる決算日以前に設定された受益権で
取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権につい
ては原則として取得申込者とします。）に、原則として決算日から起算して5営業日まで
にお支払いを開始します。
「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、収益分配金は、税引き後無手数料で
再投資されますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録され
ます。

 

(5)【投資制限】 
① 当ファンドの信託約款に定める投資制限は以下の通りです。
１．投資信託証券への投資制限
　投資信託証券への投資割合には制限を設けません。
２．外貨建資産への投資制限
　外貨建資産への投資割合には制限を設けません。
３．株式への投資制限
　株式への直接投資は行いません。
４．特別の場合の外貨建有価証券への投資制限
　外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と
認められる場合には、制約されることがあります。
５．外国為替予約取引の指図
委託会社は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産の為替ヘッジの
ため、外国為替の売買の予約の取引を指図することができます。
６．資金の借入れ
ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解
約に伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金
の返済を含みます。）を目的として、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の手
当てを目的として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合も含みます。）の指図をす
ることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとしま
す。 
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ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開
始日から信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者へ
の解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間
もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金
の入金日までの期間が5営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価
証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。ただし、資金借入
額は、借入指図を行う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないものとしま
す。 
ｃ．収益分配金の再投資にかかる借入期間は、信託財産から収益分配金が支払われる日
からその翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。
ｄ．借入金の利息は信託財産中より支払います。
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３【投資リスク】 
(1) 基準価額の主な変動要因 
当ファンドは、値動きのある投資信託証券を主要投資対象としており、投資する投資信託
証券等の価額の変動により、当ファンドの基準価額は影響を受け投資元本を割込むことが
あります。また、実質的に外貨建資産に投資しますので、為替変動リスクもあります。した
がって、当ファンドは元金が保証されている商品ではありません。また、信託財産に生じた
利益および損失は全て受益者に帰属します。

当ファンドが有する主なリスクは以下の通りです。

1. 価格変動リスク
当ファンドは、投資信託証券への投資を通して、主にインドの株式に実質的に投資を行
います。株式の価格は、内外の政治・経済情勢、株式を発行する企業の業績および信用状
況等の変化の影響を受け変動します。実質的に組入れた株式の価格が下落した場合は、
基準価額の下落要因となります。

2. 信用リスク
有価証券等の発行体の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等
により、当該有価証券等の価格が大きく下落（価格がゼロになることもあります。）す
ることがあります。実質的に組入れた有価証券等にこうした事態が起こった場合は、基
準価額が下落する要因となります。

3. 為替変動リスク
為替相場は投資対象国の政治経済情勢、通貨規制、資本規制等の要因により大幅に変動
します。当ファンドは実質的に保有する外貨建資産について、原則として為替ヘッジを
行いませんので、為替相場が円高方向に変動した場合には、基準価額が下落する要因と
なります。

4. 流動性リスク
組入れた有価証券等の市場規模が小さく取引量が少ない場合、あるいは市場が急変した
場合、当該有価証券等を売却する際に、希望する時期や価格で売却できない場合や、買い
手不在で売却ができない可能性があり、不利益を被る可能性があります。また、当ファン
ドの一部解約代金の支払資金手当てのために、実質的に保有する有価証券等を大量に売
却する場合には、市況動向や流動性等の状況により、基準価額の下落要因となる可能性
があります。

5. カントリーリスク
当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、主としてインドの株式に実質的に投資
を行います。そのため、当該国の政治、経済および社会情勢の変化により、市場が混乱し
た場合または取引に対して新たな規制が設けられた際にはファンドの基準価額が大き
く変動する可能性があります。一般に、エマージング・カントリーへの投資は先進主要
国の市場と比較して、市場規模が小さく流動性の低い市場も含まれるため、株価の値動
きが大きくなる傾向が想定されます。また、先進主要国の経済と比較して当該国の経済
は脆弱である可能性があるため、インフレ、国際収支、政治・社会不安の悪化などが株式
市場や為替市場に及ぼす影響は先進国以上に大きいものになることが予想されます。

6. 投資対象とする外国投資法人の設定地および投資対象国における税制変更に関するリ
スク
当ファンドが投資対象とする外国投資法人の設定地もしくは投資対象国において、将来
税制が変更された場合には、基準価額に影響を与える可能性があります。

 

(2) その他の留意点 
1．証券投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険機構および保険契約者保
護機構の保護および補償の対象になりません。また、登録金融機関で取り扱う場合、投資
者保護基金の補償対象ではありません。

2．金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情
（投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更および規制の
導入、自然災害、クーデター、重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖または
流動性の極端な減少ならびに資金の受渡しに関する障害等）が発生した場合に、信託約
款の規定にしたがい、委託会社の判断で受益権の取得申込みおよび一部解約の実行の請
求の受付けを中止すること、すでに受付けた取得申込みおよび一部解約の実行の請求の
受付けを取消すこと、またはその両方を行うことがあります。 
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3．外国の政治、経済および社会情勢の変化により市場が混乱した場合、有価証券取引およ
び為替取引に対して新たな規制が設けられた場合または金融商品取引所の閉鎖や流動
性の極端な減少等があった場合等には、当ファンドの運用方針に沿った運用ができない
場合があります。

4．当ファンドの運用体制、リスク管理体制等は、今後、変更される場合があります。

5．法令・税制・会計制度等は、今後、変更される可能性があります。
 

(3) 投資リスクに対する管理体制 
当ファンドの投資リスクに対する管理体制は、以下の通りです。

 

・委託会社における投資リスク管理体制

 

・投資政策委員会において投資方針の決定が行われます。
・運用部が有価証券の価値等の分析に基づく投資判断を行うにあたっては、ガイドライン
に抵触しないことの確認を求められ、投資リスクのモニタリング等も行います。
・管理部門において運用状況の管理および運用リスクのモニタリングサポートを行いま
す。
・リーガル＆コンプライアンスにおいて、法令遵守、ガイドライン遵守、利益相反の有無等
のチェックを行い、必要に応じて指導・勧告を行うとともに、リスク管理委員会に報告
します。
・リスク管理委員会においてはリスク全般の管理を行います。
・重要報告事項については、各担当部長が、リスク管理委員会等に報告、審議することに
なっております。

 

なお、投資リスクに対する管理体制は平成20年12月末日現在のものであり、今後、変更と
なる場合があります。 
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４【手数料等及び税金】 

(1)【申込手数料】 
① 申込手数料は、販売会社がそれぞれ別に定める3.675％(税抜3.5％) 以内の率を取得申
込受付日の翌営業日の基準価額に乗じて得た額とします。
申込手数料率は、お申込みの販売会社または下記の照会先までお問合せください。

＜照会先＞

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社
電話番号　　　　　　　　　　　　　03－5224－3400
（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで、半日営業日は午前9時から午前11時半まで）

インターネットホームページ　　　　http://www.pcaasset.co.jp/

② 償還乗換え等によるお申込みの場合、申込手数料が優遇される場合があります。詳しく
は、お申込みの販売会社にお問合せください。

③ 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合には、取得する口数につ
いて無手数料で取扱います。

 

(2)【換金（解約）手数料】 
換金（解約）手数料はありません。ただし、解約に際しては、一部解約の実行の請求受付
日の翌営業日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額を信託財産留保金としてご負担いた
だきます。

 

(3)【信託報酬等】 
計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し年率1.28835％（税抜1.227％）を
乗じて得た額が信託報酬として計算され、信託財産の費用として計上されます。信託報酬
の配分は、以下の通りです。

  配分

 委託会社 年率 0.52500％（税抜 0.500％）

 販売会社 年率 0.73500％（税抜 0.700％）

 受託会社 年率 0.02835％（税抜 0.027％）

 

信託報酬は、毎計算期間の終了時および信託の終了時に信託財産中から支弁されます。

なお、このほかに当ファンドが投資対象とする投資信託証券に関しても信託報酬等がか
かります。

当ファンドの信託報酬に、投資対象とする投資信託証券の信託報酬等を含めた実質的な
信託報酬率の上限は、年1.88835％です。ただし、当該信託報酬率は、投資信託証券の組入状
況および純資産総額により変動します。

 

＜投資対象とする投資信託証券の信託報酬等＞

・「当社グループ外国投資法人」
 運用報酬 管理報酬等 合計

 
（純資産額50百万米ドル以下の部分） 年率0.35％

年率0.25％（上限）年率0.60％（上限）
（純資産額50百万米ドル超の部分） 年率0.30％

上記には監査費用、組入有価証券の売買時に発生する売買委託手数料、資産を外国で保
管する場合の費用等が含まれます。なお、申込手数料はありません。

 

・「ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ⅰ（適格機関投資家向け）」
信託報酬率は年率0.21％（税抜0.2％）です。このほか、監査費用、有価証券売買時の売
買委託手数料等はファンドが負担します。なお、申込手数料はありません。 
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(4)【その他の手数料等】

① 信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書および

運用報告書等の印刷費用、受益者に対する公告費用を含みます。）および受託会社の立替

えた立替金の利息（以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中か

ら支払われます。

② 委託会社は、上記①に定める信託事務の処理等に要する諸費用の支払いを信託財産のた

めに行い、支払金額を信託財産から受けることができます。この場合、委託会社は、現に信

託財産のために支払った金額を受ける際に、あらかじめ、受領する金額に上限を付するこ

とができます。また、委託会社は、実際に支払う金額を受取る代わりに、かかる諸費用の金

額を、あらかじめ、合理的に見積もったうえで、実際の費用額にかかわらず固定率または

固定金額にて信託財産から受取ることもできます。

③ 上記②において諸費用の上限、固定率または固定金額を定める場合、委託会社は、信託財

産の規模等を考慮して、信託の設定時または期中に、上限、固定率または固定金額を合理

的に計算された範囲内で変更することができます。なお、諸費用の上限は、信託財産の純

資産総額に年率0.10％を乗じて得た額とします。

④ 上記②において諸費用の固定率または固定金額を定める場合、かかる諸費用の額は、計

算期間を通じて毎日、信託財産に計上されます。かかる諸費用は、毎計算期末もしくは信

託終了のときまたは委託者が１年以内で相当と定める期間に属する最終の計算期末に、

当該諸費用にかかる消費税等に相当する金額とともに信託財産中から受取り、委託会社

の責任において、実際の支払いに充当します。

⑤ 外国における資産の保管等に要する費用等は受益者の負担とし、信託財産中より支払い

ます。

⑥ 信託財産において資金借入れを行った場合の借入金の利息は受益者の負担とし、信託財

産中より支払います。
 

※上記（4）に掲げる「その他の手数料等」については、運用状況等により変動するもので

あり、事前に料率、上限額等を表示することができません。

※当ファンドにかかる上記(1)から（4）に掲げる「手数料等」の合計額については、保有

期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
 

(5)【課税上の取扱い】 

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような

取扱いとなります。
 

① 個人、法人別の課税の取扱いについて

１．個人の受益者に対する課税
a. 収益分配金
受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、

配当所得として20％（所得税15％、地方税5％）の税率による源泉徴収（申告不要）が

行われます。

ただし、平成21年1月1日から平成22年12月31日までの2年間は、年間の普通分配金を

含む上場株式等の配当等の合計額（年間1銘柄当たり1万円以下のものは除きます。）

が100万円以下の場合は、10％（所得税7％、地方税3％）の税率が適用されます。なお、

当該合計額が100万円を超える場合は確定申告が必要となり、この場合、総合課税また

は申告分離課税の選択ができます。申告分離課税を選択した場合の税率は、当該合計額

のうち100万円以下の部分については10％（所得税7％、地方税3％）、100万円を超える

部分については20％（所得税15％、地方税5％）となります。 
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b. 一部解約時および償還時の差益
一部解約時および償還時の差益（解約価額および償還価額から取得費（申込手数料

および消費税等相当額を含みます。）を控除した利益）は、譲渡所得として20％（所得

税15％、地方税5％）の税率による申告分離課税が適用されます。（源泉徴収選択口座

を利用している場合は、原則として確定申告は不要です。）ただし、平成21年1月1日か

ら平成22年12月31日までの2年間は、年間の一部解約時および償還時の差益を含む上場

株式等の譲渡所得の合計額が500万円以下の場合は、10％（所得税7％、地方税3％）の

税率が適用されます。なお、当該合計額が500万円を超える場合は、源泉徴収選択口座を

利用している場合でも確定申告が必要となり、当該合計額のうち500万円以下の部分に

ついては10％（所得税7％、地方税3％）、500万円を超える部分については20％（所得

税15％、地方税5％）となります。

２．法人の受益者に対する課税
受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一
部解約時および償還時の受益者ごとの個別元本超過額について、7％（所得税7％、地
方税の徴収はありません。）の税率で源泉徴収されます。（平成21年4月1日以降は
15％（所得税15％、地方税の徴収はありません。）となる予定です。）なお、収益分配
金のうち所得税法上源泉税の課税対象となるのは普通分配金のみであり、特別分配金
は課税されません。
徴収された源泉税は、所有期間に応じて法人税額より控除されます。
益金不算入制度の適用はありません。

② 個別元本について
１．追加型株式投資信託について、受益者ごとの信託時の受益権の価額等（申込手数料
（消費税等相当額を含みます。）は含まれません。）が、当該受益者の元本（個別元
本）にあたります。

２．受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、原則として、個別元本は当該
受益者が追加信託を行うつど、当該受益者の受益権口数で加重平均することにより
算出されます。
ただし、同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については販売会社ごと
に、個別元本の算出が行われます。また、同一販売会社であっても、複数口座で同一
ファンドを取得する場合は当該口座ごとに個別元本の算出が行われる場合がありま
す。

３．受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特
別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。

③ 収益分配金の課税
追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱い
となる「特別分配金」（受益者ごとの元本一部払戻しに相当する部分）の区分があり
ます。
受益者が収益分配金を受取る際、1．当該収益分配金落ち後の基準価額が「受益者ご
との個別元本」と同額の場合または当該個別元本を上回っている場合には、当該収益分
配金の全額が普通分配金となり、2．当該収益分配金落ち後の基準価額が「受益者ごと
の個別元本」を下回っている場合には、その下回る部分の額が特別分配金となり、当該
収益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金となります。

④ 買取請求による換金時の課税
受益権の換金を、販売会社による受益権の買取りにより行った場合の課税上の取扱い
については、販売会社にお問合せください。

 

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。
※税制の内容の詳細につきましては、販売会社もしくは税務の専門家までお問合せくださ

い。
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５【運用状況】 

(1) 【投資状況】 
（平成20年12月30日現在）

資産の種類 国　　名
時価合計

（円）

投資比率

（％）

投資信託受益証券 日本 50,816,3260.40

投資証券 モーリシャス 11,918,639,57395.18

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 553,081,6464.42

合計（純資産総額） － 12,522,537,545100.00

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価合計の比率をいいます。
 

(2) 【投資資産】 
①【投資有価証券の主要銘柄】

（平成20年12月30日現在）

国／

地域
種類 銘柄名

数量

（口数）

帳簿価額

単価

（円）

帳簿価額

金額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

金額

（円）

投資

比率

(％)

日本
投資信託

受益証券

ＰＣＡ国内債

券ファンド

（国債）追加

型Ⅰ（適格機

関投資家向

け）

49,776,0081.016350,587,3561.020950,816,3260.40

モーリ

シャス
投資証券

Ｐｒｕインディ

ア・エクイティ

・

オープン

9,594,115.7191,237.0911,868,858,4891,242.2811,918,639,57395.18

 

種類別投資比率　　（平成20年12月30日現在）

種類
投資比率

（％）

投資信託受益証券 0.40

投資証券 95.18

合計 95.58

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額金額の比率をいいます。
 

②【投資不動産物件】(平成20年12月30日現在)
該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】(平成20年12月30日現在) 
該当事項はありません。
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(3)【運用実績】 
①【純資産の推移】 
平成20年12月30日および同日前1年以内における各月末ならびに下記決算期末の純資産の推移
は次の通りです。

期 年月日

純資産総額

(百万円)

(分配落)

純資産総額

(百万円)

(分配付)

1口当たり

純資産額(円)

(分配落)

1口当たり

純資産額(円)

(分配付)

第1期 (平成20年 3月17日)18,506 18,506 0.6728 0.6728

第2期 (平成20年 6月16日)23,536 23,536 0.6692 0.6692

第3期 (平成20年 9月16日)20,739 20,739 0.5430 0.5430

第4期 (平成20年12月15日)12,503 12,503 0.3349 0.3349

 平成19年12月末日 13,846 － 1.0539 －

 平成20年 1月末日 18,205 － 0.8525 －

 平成20年 2月末日 22,027 － 0.8359 －

 平成20年 3月末日 21,329 － 0.7226 －

 平成20年 4月末日 25,145 － 0.7811 －

 平成20年 5月末日 24,093 － 0.7009 －

 平成20年 6月末日 21,723 － 0.5977 －

 平成20年 7月末日 23,824 － 0.6348 －

 平成20年 8月末日 23,414 － 0.6133 －

 平成20年 9月末日 18,940 － 0.4973 －

 平成20年10月末日 12,272 － 0.3277 －

 平成20年11月末日 12,222 － 0.3259 －

 平成20年12月末日 12,522 － 0.3357 －

(注) 表中の末日とはその月の最終営業日を指します。
 

②【分配の推移】

期 計算期間 1口当たりの分配金（円）

第1期
自　平成19年12月18日

0.0000
至　平成20年 3月17日

第2期
自　平成20年 3月18日

0.0000
至　平成20年 6月16日

第3期
自　平成20年 6月17日

0.0000
至　平成20年 9月16日

第4期
自　平成20年 9月17日

0.0000
至　平成20年12月15日

 

③【収益率の推移】

期 計算期間
収益率

（％）

第1期
自　平成19年12月18日

△32.7
至　平成20年 3月17日

第2期
自　平成20年 3月18日

△0.5
至　平成20年 6月16日

第3期
自　平成20年 6月17日

△18.9
至　平成20年 9月16日

第4期
自　平成20年 9月17日

△38.3
至　平成20年12月15日

(注)収益率は、計算期間末日の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末日の
基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます）を控除した額を前期末基準価額
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で除して計算しています。
 

 

第二部【ファンドの詳細情報】 
第１【ファンドの沿革】 
 

平成19年12月18日　証券投資信託契約締結、ファンドの設定、ファンドの運用開始
 

第２【手続等】 

１【申込（販売）手続等】 

１．販売会社の毎営業日において、お申込みいただくことができます。ただし、インドの金

融商品取引所あるいはシンガポールまたはモーリシャスの銀行の休業日にあたる場合

は、お申込みを受付けないものとします。

お申込みの受付けは、原則として午後3時（半日営業日の場合には午前11時）までに、取

得申込みが行われ、かつ、当該お申込みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了した

ものを当日のお申込分とし、これらの受付時間を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとしま

す。
２．申込単位は、販売会社がそれぞれ定める単位とします。各販売会社の申込単位の詳細に
ついては、お申込みの販売会社または下記照会先までお問合せください。

＜照会先＞

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社
電話番号　　　　　　　　　　　　　03－5224－3400
（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで、半日営業日は午前9時から午前11時半まで）

インターネットホームページ　　　　http://www.pcaasset.co.jp/

３．受益権の販売価格は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額とします。なお、取得申込

みには、申込手数料がかかります。申込手数料は、販売会社がそれぞれ別に定める

3.675％（税抜3.5％）以内の率を取得申込受付日の翌営業日の基準価額に乗じて得た

額とします。基準価額および申込手数料は、お申込みの販売会社または上記の照会先ま

でお問合せください。

４．委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを

得ない事情があるときは、受益権の取得申込みの受付けを中止すること、すでに受付け

た取得申込みの取消しを行うこと、またはその両方を行うことができます。

５．受益権の取得申込者は、販売会社に取引口座を開設のうえ、取得申込みを行うものとし

ます。

収益分配金の受取方法により、収益分配金をそのつど受取る「一般コース」と、税金を

差引いた後の収益分配金が自動的に無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コー

ス」の2つの申込方法があります。お申込みの際に「一般コース」または「自動けいぞ

く投資コース」のいずれかのコースをお選びいただきます。

※「一般コース」および「自動けいぞく投資コース」の名称および取扱いは、販売会社

により異なりますので、ご注意ください。

「自動けいぞく投資コース」をお申込みいただく方は、当ファンドの取得申込みに際

して、当ファンドにかかる自動けいぞく投資契約（別の名称で同様の権利義務を規定

する契約を含みます。）を当該販売会社との間で結んでいただきます。
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※取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ当該取得申込者が受益
権の振替を行うための振替機関等の口座を申出るものとし、当該口座に当該取得申込者
にかかる口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得申込み
の代金の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載また
は記録を行うことができます。委託会社は、追加信託により分割された受益権について、
振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振
替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知が
あった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録
を行います。受託会社は、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替
機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行
います。
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２【換金（解約）手続等】 

１．受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託会社に対し1口の整数倍で販売会社がそ

れぞれ定める単位をもって一部解約の実行を請求することができます。

受益者が一部解約の実行の請求をする時は、振替受益権をもって行うものとします。

一部解約の実行の請求は、原則として午後3時（半日営業日の場合には午前11時）まで

にお申込みが行われ、かつ、当該お申込みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了し

たものを当日のお申込分とし、これら受付時間を過ぎた場合には翌営業日の取扱いとし

ます。

ただし、一部解約の実行の請求日が、インドの金融商品取引所あるいはシンガポールま

たはモーリシャスの銀行の休業日にあたる場合は、当該一部解約の実行の請求を受付け

ないものとします。

委託会社は、一部解約の実行の請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約し

ます。

２．一部解約の価額は、一部解約の実行の請求受付日の翌営業日の基準価額から、当該基準

価額に0.3％の率を乗じて得た額を信託財産留保金
※
として控除した価額（解約価額）

とします。一部解約にかかる解約価額については、お申込みの販売会社にお問合せくだ

さい。

※信託財産留保金とは、一部解約を実行する投資家と償還時まで投資を続ける投資家と

の公平性の確保やファンドの残高の安定的な推移を図る目的で、一部解約の実行の請

求者から徴収する一定の額をいい、信託財産に繰入れられます。

３．一部解約金は、販売会社の営業所等において、一部解約の実行の請求を受付けた日より

起算して、原則として7営業日目から受益者に支払います。

４．委託会社は、金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを

得ない事情があるときは、上記１．による一部解約の実行の請求の受付けを中止する

こと、すでに受付けた一部解約の実行の請求の受付けを取消すこと、またはその両方を

行うことができます。

５．上記４．により一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該

受付中止以前に行った当日の一部解約の実行の請求を撤回することができます。ただ

し、受益者が一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益権の一部解約の価

額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求

を受付けたものとして上記２．に準じて計算された価額とします。

６．信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。

７．買取請求によるご換金については、販売会社によって取扱いが異なりますので、お申込

みの販売会社にお問合せください。
 

※一部解約の実行の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して

当該受益者の請求にかかるこの信託契約の一部解約を委託会社が行うのと引換えに、当

該一部解約にかかる受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定

にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。
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第３【管理及び運営】 
１【資産管理等の概要】 
(1)【資産の評価】
基準価額とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則にした
がって時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産
総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。なお、外貨
建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の
資産をいいます。以下同じ。）の円換算については、原則としてわが国における計算日の対
顧客電信売買相場の仲値によって計算します。また、予約為替の評価は、原則としてわが国
における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるものとします。

＜主な投資対象資産の評価方法＞
当ファンドの主要投資対象である投資信託証券は、原則として、計算時に知りうる直近の
日の基準価額で評価します。
基準価額は、委託会社の営業日において日々算出されます。なお、便宜上１万口当たりに
換算した価額で表示されることがあります。
ファンドの基準価額については、お申込みの販売会社または下記照会先までお問合せく
ださい。
その他、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊にも掲載されます。ファンド名は
「インド２」と略称で掲載されております。

＜照会先＞

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社
電話番号　　　　　　　　　　　　　03－5224－3400
（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで、半日営業日は午前9時から午前11時半まで）

インターネットホームページ　　　　http://www.pcaasset.co.jp/

(2)【保管】
該当事項はありません。

(3)【信託期間】
当ファンドの信託期間は平成19年12月18日から無期限とします。ただし、下記「(5) その
他　１．信託の終了」に該当する場合には信託を終了させることができます。

(4)【計算期間】
計算期間は、原則として毎年3月16日から6月15日まで、6月16日から9月15日まで、9月16日
から12月15日まで、および12月16日から翌年3月15日までとします。なお、各計算期間終了日
に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日
の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終計算
期間の終了日は、上記(3)の信託期間の終了日とします。

(5)【その他】

１．信託の終了
ａ．委託会社は、信託契約の一部を解約することにより受益権の総口数が10億口を下回る
こととなった場合、信託期間中にこの信託契約を解約することが受益者のため有利であ
ると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、こ
の信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会社
は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。
ｂ．委託会社は、上記ａ．にかかる事項について、書面による決議（以下「書面決議」と
いいます。）を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契
約の解約の理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託契約にかか
る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発
します。
ｃ．上記ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信
託の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。以
下当ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使すること
ができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益
者は書面決議について賛成するものとみなします。
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ｄ．上記ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当
該受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。
ｅ．上記ｂ．からｄ．までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合
において、当該提案につき、この信託契約にかかるすべての受益者が書面又は電磁的記
録により同意の意思表示をしたときには適用しません。また、投資信託財産の状況に照
らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、上記ｂ．からｄ．までの手続
きを行うことが困難な場合についても同様とします。
ｆ．委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にし
たがい、信託契約を解約し信託を終了させます。
ｇ．委託会社が監督官庁より登録の取消しを受けたとき、解散したときまたは業務を廃止
したときは、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁
が、この信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引継ぐことを命じ
たときは、この信託は、下記「２．信託約款の変更」ｄ．による決議の結果、当該変更が
否決された場合を除き、当該投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。
ｈ．受託会社が、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合もしくは委託会社また
は受益者からの請求を受けて裁判所が受託会社を解任した場合、委託会社は、下記
「２．信託約款の変更」ａ．からｅ．までの規定にしたがい、新受託会社を選任しま
す。なお、受益者は、上記によって行う場合を除き、受託者を解任することはできないも
のとします。また、委託会社が新受託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契
約を解約し、信託を終了させます。

２．信託約款の変更等
ａ．委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生し
たときは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の
信託との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指
図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじ
め、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、この信
託約款は当「２．信託約款の変更等」に定める以外の方法によって変更することがで
きないものとします。
ｂ．委託会社は、上記ａ．の事項（上記ａ．の変更事項にあっては、その内容が重大なも
のに該当する場合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいま
す。）について、書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日なら
びに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の2週
間前までに、この信託約款にかかる知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事
項を記載した書面決議の通知を発します。
ｃ．上記ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信
託の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託者を除きます。以下
当ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することが
できます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者
は書面決議について賛成するものとみなします。
ｄ．上記ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当
該受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。
ｅ．書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。
ｆ．上記ｂ．からｅ．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした
場合において、当該提案につき、この信託約款にかかるすべての受益者が書面又は電磁
的記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。
ｇ．上記ａ．からｆ．の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決
された場合にあっても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当該併合
の書面決議が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。

３．公告
　委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。
４．委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い
ａ．委託会社は、事業の全部または一部の譲渡をすることがあり、これに伴い、この信託契
約に関する事業を譲渡することがあります。
ｂ．委託会社は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、
この信託契約に関する事業を承継させることがあります。 
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５．運用にかかる報告書の開示方法
　委託会社は、6ヵ月ごと（毎年6月および12月の決算時）に有価証券報告書を3ヵ月以内に
作成し、当局に提出するとともに、委託会社において縦覧に供します。また、当該期間ごと
（毎年6月および12月の決算時）および償還時に運用報告書を作成し、販売会社を通じて
知れている受益者に交付します。
６．反対者の買取請求権
　ファンドの信託契約の解約または重大な約款の変更等を行う場合には、書面決議におい
て当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、販売会社を通じて受託会社に
対し、自己に帰属する受益権を信託財産をもって買取るべき旨を請求することができま
す。
７. 他の受益者の氏名等の開示の請求の制限
受益者は、委託会社または受託会社に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行うことは
できません。
ａ．他の受益者の氏名または名称及び住所
ｂ．他の受益者が有する受益権の内容
８．関係法人との契約の更改等に関する手続き
販売会社は、委託会社との間の「投資信託受益権の募集・販売の取扱い等に関する契
約」に基づいて、受益権の募集の取扱い等を行います。この場合、別の名称で同様の権利義
務を規定する契約を含むものとします。この受益権の募集等の取扱い等に関する契約にお
いて、有効期間満了の3ヵ月前までに、当事者のいずれからも何らの意思表示がないとき
は、自動的に1年間更新されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様としま
す。

 

２【受益者の権利等】 
１．収益分配金・償還金受領権
　受益者は、委託会社の決定した収益分配金・償還金を、持分に応じて委託会社から受領す
る権利を有します。
収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として、計
算期間終了日から起算して5営業日まで）から決算日において振替機関等の振替口座簿に
記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかかる決算日以前において一部解
約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間
の末日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載また
は記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払われます。
ただし、自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、
受託会社が委託会社の指定する預金口座等に払い込むことにより、原則として毎計算期間
終了日の翌営業日に、収益分配金が販売会社に支払われます。この場合、販売会社は、受益
者に対して遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売付を行います。当該売付けに
より増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。
償還金は、信託終了後1ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として、信託終了日（信
託終了日が休業日の場合は翌営業日）から起算して5営業日まで）から信託終了日におい
て振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前におい
て一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる
計算期間の末日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で
記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払わ
れます。また、受益者が収益分配金については支払開始日から5年間、償還金については支
払開始日から10年間請求を行わない場合はその権利を失い、受託会社から交付を受けた金
銭は、委託会社に帰属します。
２．受益権の一部解約請求権
　受益者は、受益権の一部解約を販売会社を通して委託会社に請求することができます。
３．帳簿書類の閲覧・謄写の請求権
　受益者は、委託会社に対し、その営業時間内に当該受益者にかかる信託財産に関する帳簿
書類の閲覧または謄写を請求することができます。
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第４【ファンドの経理状況】 
 

（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

38年大蔵省令第59号）（以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第2条の2の規定

により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）（以下「投資

信託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、財務諸表等規則は、平成20年8月7日付内閣府令第50号及び平成20年12月12日付内閣府

令第80号により改正されておりますが、前特定期間（平成19年12月18日から平成20年6月16

日まで）については内閣府令第50号及び内閣府令第80号改正前の財務諸表等規則に基づき

作成しており、当特定期間（平成20年6月17日から平成20年12月15日まで）については内閣

府令第50号附則第2条第1項第1号により、内閣府令第50号改正前の財務諸表等規則及び内閣

府令第80号改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、投資信託財産計算規則は、平成20年12月5日付内閣府令第79号により改正されており

ますが、前特定期間（平成19年12月18日から平成20年6月16日まで）については改正前の投

資信託財産計算規則に基づき作成しており、当特定期間（平成20年6月17日から平成20年12

月15日まで）については改正後の投資信託財産計算規則に基づいて作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。
 

（２）当ファンドの計算期間は6ヶ月未満であるため、財務諸表は原則として6ヶ月毎に作成して

おります。
 

（３）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前特定期間（平成19年12

月18日から平成20年6月16日まで）、および当特定期間（平成20年6月17日から平成20年12

月15日まで）の財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けておりま

す。
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１【財務諸表】
【ＰＣＡインド株式ファンド（3ヵ月決算型）】
（１）【貸借対照表】

（単位：円）

前特定期間
(平成20年６月16日現在)

当特定期間
(平成20年12月15日現在)

資産の部

流動資産

預金 326,410 289,608

コール・ローン 299,389,849 431,911,796

投資信託受益証券 48,850,174 50,587,356

投資証券 23,283,388,776 11,970,892,043

派生商品評価勘定 － 285,000

未収入金 － 136,695,001

未収利息 3,280 2,366

流動資産合計 23,631,958,489 12,590,663,170

資産合計 23,631,958,489 12,590,663,170

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 － 240,300

未払解約金 19,784,885 38,137,146

未払受託者報酬 1,612,233 1,044,519

未払委託者報酬 71,654,668 46,423,031

その他未払費用 2,023,670 1,402,008

流動負債合計 95,075,456 87,247,004

負債合計 95,075,456 87,247,004

純資産の部

元本等

元本 35,170,152,332 37,338,361,046

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） △11,633,269,299 △24,834,944,880

元本等合計 23,536,883,033 12,503,416,166

純資産合計 23,536,883,033 12,503,416,166

負債純資産合計 23,631,958,489 12,590,663,170
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（２）【損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

前特定期間
自　平成19年12月18日
至　平成20年６月16日

当特定期間
自　平成20年６月17日
至　平成20年12月15日

営業収益

受取配当金 447,984 －

受取利息 1,925,638 1,030,537

有価証券売買等損益 △7,574,004,652 △9,061,534,979

為替差損益 △608,015,117 △3,403,524,019

営業収益合計 △8,179,646,147 △12,464,028,461

営業費用

受託者報酬 2,814,507 2,709,092

委託者報酬 125,089,046 120,404,202

その他費用 4,125,902 2,903,268

営業費用合計 132,029,455 126,016,562

営業損失（△） △8,311,675,602 △12,590,045,023

経常損失（△） △8,311,675,602 △12,590,045,023

当期純損失（△） △8,311,675,602 △12,590,045,023

一部解約に伴う当期純損失金額の分配額（△） △84,667,140 △343,800,305

期首剰余金又は期首欠損金（△） － △11,633,269,299

剰余金増加額又は欠損金減少額 108,578,494 1,552,871,509

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

108,578,494 1,552,871,509

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,514,839,331 2,508,302,372

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

3,514,839,331 2,508,302,372

分配金 － －

期末剰余金又は期末欠損金（△） △11,633,269,299 △24,834,944,880
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(３)【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

前特定期間

自　平成19年12月18日

至　平成20年 6月16日

当特定期間

自　平成20年 6月17日

至　平成20年12月15日

１．有価証券の評価基準及び評価方法

投資信託受益証券及び投資証券につきまし
ては、以下の通り原則として時価で評価して
おります。
移動平均法に基づき、時価で評価しており
ます。時価評価にあたっては、当該投資信託受
益証券及び投資証券の基準価額に基づいて評
価しております。

１．有価証券の評価基準及び評価方法

同左

２．収益及び費用の計上基準

受取配当金の計上基準

受取配当金は原則として、投資信託受益証
券の収益分配金落ち日において、その金額が
確定しているものについては当該金額、未だ
確定していない場合には入金日基準で計上し
ております。

２．収益及び費用の計上基準

同左

 

３．デリバティブの評価基準及び評価方法
為替予約の評価は、原則として、わが国にお
ける計算期間末日の対顧客先物売買相場の仲
値によって計算しております。ただし、為替予
約のうち対顧客先物売買相場が発表されてい
ない通貨については、対顧客電信売買相場の
仲値によって計算しております。

３．デリバティブの評価基準及び評価方法
同左

４．その他財務諸表作成のための基本となる重
要な事項
外貨建取引等の処理基準
「投資信託財産の計算に関する規則」(平
成12年総理府令第133号)第60条、61条に基づ
いて、外貨建取引の記録、及び外貨の売買を処
理しております。
 

計算期間末日の取扱い
平成20年6月15日が休日のため、信託約款第
30条より、当計算期間末日を平成20年6月16日
としております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重
要な事項 
外貨建取引等の処理基準

同左

 

 

 

 
－
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（貸借対照表に関する注記）

区　　分
前特定期間

(平成20年6月16日現在)

当特定期間

(平成20年12月15日現在)

１．元本の推移     

期首元本額 6,766,184,084円 35,170,152,332円

期中追加設定元本額 29,111,014,534円 5,966,337,703円

期中一部解約元本額 707,046,286円 3,798,128,989円

     

２．特定期間末日におけ

る受益権の総数
35,170,152,332口 37,338,361,046口

     

３．投資信託財産計算規

則第55条の6第1項第

10号に規定する額

元本の欠損 11,633,269,299円 元本の欠損 24,834,944,880円

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

前特定期間

自　平成19年12月18日

至　平成20年 6月16日

当特定期間

自　平成20年 6月17日

至　平成20年12月15日

１．分配金の計算過程

平成19年12月18日から平成20年3月17日まで

の計算期間
計算期間末の信託約款に規定する収益調整
金(280,922円)より分配対象収益は280,922円
(1万口当たり0円)でありますが分配を行って
おりません。

１．分配金の計算過程

平成20年6月17日から平成20年9月16日までの

計算期間
計算期間末の信託約款に規定する収益調整
金(466,576円)より分配対象収益は466,576円
(1万口当たり0円)でありますが分配を行って
おりません。

平成20年3月18日から平成20年6月16日までの

計算期間
計算期間末の信託約款に規定する収益調整
金(422,490円)より分配対象収益は422,490円
(1万口当たり0円)でありますが分配を行って
おりません。

平成20年9月17日から平成20年12月15日まで

の計算期間
計算期間末の信託約款に規定する収益調整
金(456,769円)より分配対象収益は456,769円
(1万口当たり0円)でありますが分配を行って
おりません。

 

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券の貸借対照表計上額等

 
前特定期間

(平成20年6月16日現在)

当特定期間

(平成20年12月15日現在)

種　 　類
貸借対照表計上額

(円)

最終計算期間の損益に

含まれた評価差額(円)

貸借対照表計上額

(円)

最終計算期間の損益に

含まれた評価差額(円)

投資信託

受益証券
48,850,174△1,433,54950,587,356 676,953

投資証券 23,283,388,776△2,677,274,57111,970,892,043△5,176,935,214

合　 　計 23,332,238,950△2,678,708,12012,021,479,399△5,176,258,261
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（デリバティブ取引等に関する注記）

Ⅰ　取引の状況に関する事項

前特定期間

自　平成19年12月18日

至　平成20年 6月16日

当特定期間

自　平成20年 6月17日

至　平成20年12月15日

１．取引の内容

当ファンドで利用しているデリバティブ取
引は、為替予約取引です。

１．取引の内容

同左

２．取引に対する取組方針

当ファンドで利用しているデリバティブ取
引は、信託約款に定める運用の基本方針に従う
方針です。

２．取引に対する取組方針

同左

３．取引の利用目的

当ファンドで利用しているデリバティブ取
引は、為替変動リスクを回避する目的で利用し
ています。

３．取引の利用目的

同左

４．取引に係るリスクの内容

為替予約取引によるリスクは、為替変動によ
るものであります。また、取引先の契約不履行
による信用リスクについては、当社が、優良で
あると判断した金融機関のみと取引を行って
いるため、限定的であるものと思料されます。

４．取引に係るリスクの内容

同左

５．取引に係るリスクの管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、
運用・執行を担当する部署により行っていま
す。また、投資リスクのモニタリングは運用部
により行われ、ガイドライン遵守等のチェック
は別途リーガル＆コンプライアンスにより行
われています。

５．取引に係るリスクの管理体制

同左

― ６．取引の時価等に関する事項についての補足説

明

取引の時価等に関する事項についての契約

額等は、あくまでもデリバティブ取引における

名目的な契約額、または計算上の想定元本であ

り、当該金額自体がデリバティブ取引のリスク

の大きさを示すものではありません。

 

Ⅱ　取引の時価等に関する事項

通貨関連

（平成20年6月16日現在）

該当事項はありません。

 

（平成20年12月15日現在）

区　分 種　類
契約額等（円）

時　価（円)
評価損益
（円）　 うち1年超

市場取引以外の取引 為替予約取引 　 　 　 　

　 売建    　

　 　　米ドル 136,724,700－ 136,680,00044,700

合　計 　 136,724,700－ 136,680,00044,700

（注）時価の算定方法

１．計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価して

おります。 
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①　計算期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物相場の仲値が発表されている場合は、

当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②　計算期間末日において当該日の対顧客先物相場が発表されていない場合は、以下の方法に

よっております。

・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表されてい

る先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートを

用いております。

・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最

も近い発表されている対顧客先物相場の仲値を用いております。

２．計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、計算期間末日の対顧

客相場の仲値で評価しております。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（１口当たり情報に関する注記）

区　　分
前特定期間

(平成20年6月16日現在)

当特定期間

(平成20年12月15日現在)

１口当たりの純資産額

（１万口当たりの純資産額）

0.6692円

（6,692円）

0.3349円

（3,349円）

 

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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(４)【附属明細表】

１．有価証券明細表

(１)株式

該当事項はありません。

 

(２)株式以外の有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成20年12月15日現在）

通貨 種　類 銘　　柄 券面総額 評価額 備考

日本円
投資信託

受益証券

ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）

追加型Ⅰ（適格機関投資家向け）
49,776,00850,587,356 

小　計   49,776,00850,587,356 

米ドル 投資証券
Ｐｒｕインディア・エクイティ
・オープン

9,664,553.135131,360,606.21 

小　計
  9,664,553.135131,360,606.21 

   (11,970,892,043) 

合　計  －  
12,021,479,399

 
(11,970,892,043)

 

有価証券明細表注記

（注）１.小計欄の（　　）内は、邦貨換算額であります。

２.合計金額欄の（　　）内は、外貨建有価証券に係るもので、内書であります。

３.外貨建有価証券の内訳

通　貨 銘柄数
組入投資証券
時価比率

合計金額に
対する比率

米ドル 投資証券　1銘柄 100.0％ 100.0％

 

２．デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

(３)注記表（デリバティブ取引等に関する注記）のⅡ取引の時価等に関する事項に記載され

ております。
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（参考情報）

当ファンドは「Ｐｒｕインディア・エクイティ・オープン」の投資証券および「ＰＣＡ国内債券ファ

ンド（国債）追加型Ⅰ（適格機関投資家向け）」の受益証券を主要投資対象としております。

これらの投資証券および投資信託受益証券の状況は以下のとおりです。なお、以下に記載した情報は監

査対象外です。

「Ｐｒｕインディア・エクイティ・オープン」は、モーリシャス籍の会社型の外国投資証券です。同投

資証券は、平成20年8月31日に計算期間が終了いたしましたが、監査未終了のため有価証券明細表のみを

開示いたします。

「ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型I（適格機関投資家向け）」は、国内の投資信託受益証券で

す。同投資信託受益証券は、平成20年2月25日に計算期間が終了し、国内において一般に公正妥当と認め

られる会計原則に準拠した財務諸表が作成され、公認会計士による財務諸表監査を受けています。

 

●　Ｐｒｕインディア・エクイティ・オープンの内容

有価証券明細表（平成20年12月12日現在）

通貨 種類 銘柄 数量 評価額単価 評価額金額

インドルピー 株式 Aban Offshore Limited313,388761.75 238,723,309.00

　 　 Aditya Birla Nuvo Limited338,017570.75 192,923,202.75

　 　 Bank of Baroda 762,932256.15 195,425,031.80

　 　 BGR Energy Systems Limited1,061,107139.70 148,236,647.90

　 　 Bharat Heavy Electricals Limited1,478,2731,362.502,014,146,962.50

　 　 Bharat Petroleum Corporation Ltd964,394342.95 330,738,922.30

　 　 Bharti Airtel Limited4,752,984723.503,438,783,924.00

　 　 Cairn India Ltd 5,666,865151.65 859,380,077.25

　 　 DLF Limited 2,032,066277.15 563,187,091.90

　 　 Dr Reddys Laboratories Limited1,416,156443.70 628,348,417.20

　 　 Gail India Limited5,965,743212.951,270,404,971.85

　 　 Grasim Industries Limited191,7631,073.35205,828,816.05

　 　 Gujarat State Petronet Limited7,516,85027.95 210,095,957.50

　 　 HDFC Bank Limited 1,162,815919.951,069,731,659.25

　 　 Hidustan Unilever Limited7,947,107240.401,910,484,522.80

　 　 Housing Development Finance Corp Ltd216,8601,634.30354,414,298.00

　 　 ICICI Bank Limited2,499,088411.001,027,125,168.00

　 　 Infosys Technologies Limited1,359,5751,104.851,502,126,438.75

　 　
Infrastructure Development Finance
Company Lｔｄ 4,283,44465.15 279,066,376.60

　 　 ITC Limited 13,569,194172.402,339,329,045.60

　 　 IVRCL Infra and Projects Ltd3,021,000153.15 462,666,150.00

　 　 Larsen And Toubro Limited1,016,232788.15 800,943,250.80

　 　 Mahindra And Mahindra Limited706,886296.75 209,768,420.50

　 　 Maruti Suzuki India Limited1,703,159507.05 863,586,770.95

　 　
Mundra Port and Special Economic
Zone Limited 818,012282.65 231,211,091.80

　 　 NPTC Limited 11,626,618164.901,917,229,308.20

　 　
Oil And Natural Gas
Corporation Limited4,175,964646.352,699,134,331.40

　 　 Reliance Industries Limited2,568,7171,307.103,357,569,990.70

　 　 Satyam Computer Sevices Ltd1,026,523220.55 226,399,647.65
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　 　 State Bank Of India1,477,3431,216.851,797,704,829.55

　 　
Sterlite Industries (India)
Limited 2,373,088292.65 694,484,203.20

　 　 Suzlon Energy Limited2,987,28252.20 155,936,120.40

　 　 Tanla Solutions Limited1,796,72981.65 146,702,922.85

　 　 Tata Consultancy Services Limited1,814,162481.30 873,156,170.60

　 　 Tata Power Company Limited1,593,079752.251,198,393,677.75

　 　 Tata Steel Ltd 1,478,571218.85 323,585,263.35

合計 　 　 103,681,986　 34,736,972,990.70

(米ドル換算)　 　 　 　 (713,150,055.49)

 

先物取引等（平成20年12月12日現在）
通貨 種類 売買の別 銘柄名 数量 評価額単価 評価額金額

インドルピー株価指数先物 買建
NSE S&P CNX NIFTY
INDEX 250,0002921.70 730,425,000.00

合計 　 　 　 250,000　 730,425,000.00
(米ドル換算)　 　 　 　 　 (14,995,625.25)
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●　ＰＣＡ国内債券ファンド（国債）追加型Ⅰ（適格機関投資家向け）の内容

①　貸借対照表

区　　別
注記
番号

第5期
(平成19年2月26日現在)

第6期
(平成20年2月25日現在)

金　　額(円) 金　　額(円)

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  6,198,462 34,802,135

国　債　証　券  1,477,828,800 2,411,426,190

未　収　利　息  6,709,457 11,258,164

前　払　費　用  332,628 1,077,424

流動資産合計  1,491,069,347 2,458,563,913

資 　 産 　 合 　 計  1,491,069,347 2,458,563,913

負債の部    

流動負債    

未払収益分配金  － 21,903,681

未払受託者報酬  1,265,899 630,740

未払委託者報酬  3,797,647 1,892,163

その他未払費用  157,500 157,500

流動負債合計  5,221,046 24,584,084

負 　 債 　 合 　 計  5,221,046 24,584,084

純資産の部    

元　本　等    

元　 　 　 　 　本  1,509,195,446 2,433,742,424

剰　 　余　 　金    

期末剰余金又は欠損金
(△)  △23,347,145 237,405

(うち分配準備積立金) (17,217,762) (47,013,316)

剰 余 金 合 計  △23,347,145 237,405

元本等合計  1,485,848,301 2,433,979,829

純　資　産　合　計  1,485,848,301 2,433,979,829

負 債 ・ 純 資 産 合 計  1,491,069,347 2,458,563,913
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②　損益及び剰余金計算書

区　　分
注記

番号

第5期

自　平成18年2月28日

至　平成19年2月26日

第6期

自　平成19年2月27日

至　平成20年2月25日

金　　額(円) 金　　額(円)

営　業　収　益    

受 　 取 　 利 　 息  92,165,821 33,766,488

有価証券売買等損益  △50,748,200 31,281,020

営業収益合計  41,417,621 65,047,508

営　業　費　用    

受　託　者　報　酬  4,582,707 1,174,358

委　託　者　報　酬  13,748,012 3,522,943

そ　の　他　費　用  315,000 315,000

営業費用合計  18,645,719 5,012,301

営 業 利 益 金 額  22,771,902 60,035,207

経 常 利 益 金 額  22,771,902 60,035,207

当 期 純 利 益 金 額  22,771,902 60,035,207

一部解約に伴う当期純利益金額分
配額  － 767,054

一部解約に伴う当期純損失金額分
配額  863,004 －

期　首　欠　損　金  646,131,211 23,347,145

欠 損 金 減 少 額  649,846,936 8,485,469

(当期一部解約に伴う欠損金減少
額)  (649,846,936) (8,485,469)

欠 損 金 増 加 額  50,697,776 22,265,391

(当期追加信託に伴う欠損金増加
額)  (50,697,776) (22,265,391)

分 　 　 配 　 　 金  － 21,903,681

期末剰余金又は欠損金(△)  △23,347,145 237,405

 
③　有価証券明細表（平成20年2月25日現在）

種　類 銘　　柄 券面総額(円) 評価額(円) 備考

国債証券 第６７回利付国債（５年） 220,000,000223,608,000 

 第２１３回利付国債（１０年） 167,000,000168,781,890 

 第２１５回利付国債（１０年） 280,000,000285,608,400 

 第２２３回利付国債（１０年） 200,000,000205,234,000 

 第２２９回利付国債（１０年） 500,000,000510,475,000 

 第２５４回利付国債（１０年） 220,000,000224,455,000 

 第２５７回利付国債（１０年） 200,000,000202,848,000 

 第２７４回利付国債（１０年） 150,000,000153,102,000 

 第２８０回利付国債（１０年） 270,000,000282,992,400 

 第２８６回利付国債（１０年） 100,000,000103,251,000 

 第２８８回利付国債（１０年） 50,000,00051,070,500 

合　計   2,411,426,190 
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２【ファンドの現況】 

【純資産額計算書】
(平成20年12月30日現在)

Ⅰ　資産総額 12,548,246,683円

Ⅱ　負債総額 25,709,138円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 12,522,537,545円

Ⅳ　発行済口数 37,304,822,798口

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.3357円
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第５【設定及び解約の実績】 

下記計算期間中の設定及び解約の実績ならびに当該計算期末の発行済み口数は次の
通りです。

期 計算期間
設定口数

(口)

解約口数

(口)

発行済み口数

(口)

第1期
自　平成19年12月18日

27,910,406,526405,697,02227,504,709,504
至　平成20年 3月17日

第2期
自　平成20年 3月18日

7,966,792,092301,349,26435,170,152,332
至　平成20年 6月16日

第3期
自　平成20年 6月17日

4,525,134,0391,504,845,57638,190,440,795
至　平成20年 9月16日

第4期
自　平成20年 9月17日

1,441,203,6642,293,283,41337,338,361,046
至　平成20年12月15日

(注) 第1期の設定口数には、当初募集期間中の設定口数を含みます。
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第三部【特別情報】 
 

第１【委託会社等の概況】 
 

１【委託会社等の概況】 

(1) 資本の額等（平成20年12月末日現在）
 資本金の額 649.5百万円
 発行する株式の総数 30,000株
 発行済株式総数 23,060株

 

過去５年間における主な資本金の額の増減：
 平成14年 3月15日 100百万円 増加
 平成14年 9月25日 100百万円 増加
 平成15年 3月11日 150百万円 増加
 平成15年 3月28日 503百万円 減少
 平成15年 5月30日 150百万円 増加
 平成15年 9月26日 150百万円 増加
 平成16年 2月17日 99.5百万円 増加
 平成16年 7月 3日 150百万円 増加

 

(2) 委託会社の機構（平成20年12月末日現在）

 

・会社の意思決定機構

取締役会は、当社の業務方針その他重要な事項を決し、取締役の職務の執行を監

督する機関で、3名以上の取締役全員をもって構成します。取締役は株主総会におい

て選任されます。ただし、この選任については累積投票によらないものとします。取

締役の任期は、就任後2年以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終了のとき

までとし、補欠または増員により選任された取締役の任期は、前任者の残任期間と
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します。

取締役会は、取締役中より代表取締役1名以上、また、副社長、専務取締役および常

務取締役各1名以上を選任することができます。

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役が招集し、議長は、

取締役会毎に出席取締役の中から選任します。取締役会の招集通知は少なくとも7

日前までにこれを発します。ただし、緊急の必要があるときは、取締役および監査役

の全員の同意をもって、期間を短縮、または省略することができます。

取締役会は、法令または定款に定める事項の他、経営会議の上申する業務執行に

関する重要事項を決定します。その決議は、取締役会の過半数が出席し、その取締役

の過半数をもって行います。
 

・運用体制
委託会社では、株式・債券などの有価証券に投資する以上、その証券が持つ本源
的価値以上の価格で取引されている有価証券に投資するべきでないとの運用哲学
のもと、徹底した企業調査による銘柄の分析を行い、その結果を参考に運用を行っ
ております。
委託会社における意思決定プロセスは、まず投資政策委員会において投資方針の
決定が行われます。運用部において投資環境の調査・分析を行い、これらの調査・
分析結果を踏まえ投資政策委員会により決定された投資方針に基づいて、運用部が
投資判断を行います。投資判断を行うにあたっては、ガイドラインに抵触しないこ
との確認が求められ、投資リスクのモニタリング等が行われます。
運用に関するパフォーマンス測定、ガイドライン遵守等のチェックは、運用部か
ら独立した管理部門およびリーガル＆コンプライアンスが担当します。運用状況の
管理および運用リスクの妥当性確認のため、管理部門はデータ提供等を行い、モニ
タリングサポートを行います。リーガル＆コンプライアンスは、法令等遵守状況お
よびガイドライン遵守状況のモニタリングを行います。これらの結果を運用部に
フィードバックすることにより、精度の高い運用体制を維持できるように努めてお
ります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社
は、証券投資信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業
者としてその運用（投資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める
投資助言業務を行っています。

 

委託会社の運用する証券投資信託は、平成20年12月末日現在、以下の通りです （親
投資信託を除きます。)。

 

 ファンドの種類 本数 純資産総額  

 公募投資信託（追加型株式投資信託） 15 367,568百万円  

 私募投資信託 8 79,079百万円  

 合計 23 446,647百万円  
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３【委託会社等の経理状況】 
 
１． 委託会社の財務諸表は、第8期事業年度（自平成18年4月1日至平成19年3月
31日）の財務諸表については「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関
する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規則」という）
第2条に基づき、同規則及び改正前の「投資信託及び投資法人に関する法律
施行規則」（平成12年総理府令第129号）により作成しており、第9期事業
年度（自平成19年4月1日至平成20年3月31日）の財務諸表については、「財
務諸表等規則」第2条に基づき、同規則及び「金融商品取引業等に関する内
閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。
　また、財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示してお
ります。

 
２．委託会社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に
関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）第38条及び第57条の規定に基づ
き、同規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年8月6日　
内閣府令第52号)に基づいて作成しております。
　また、中間財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示し
ております。

 
３． 委託会社は、第8期事業年度（自平成18年4月1日至平成19年3月31日）は証
券取引法第193条の2の規定に基づき、第9期事業年度（自平成19年4月1日至
平成20年3月31日）及び第10期事業年度中間会計期間（自平成20年4月1日
至平成20年9月30日）については金融商品取引法第193条の2第1項の規定に
基づき、それぞれ財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人の監
査および中間監査を受けております。
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1. 財務諸表 

(1)【貸借対照表】 

        期 　別 第8期 第9期 

  (平成19年3月31日現在) (平成20年3月31日現在) 

科　 目     金　　　　額   (千円) 構成比(％) 金　　　　額   (千円) 構成比(％) 

 (資産の部)        

Ⅰ　 流動資産        

  1 現金及び預金   2,553,237   2,038,829  

  2 前払費用   12,053   8,100  

  3 未収委託者報酬   1,407,584   2,310,441  

  4 未収投資顧問料   21,398   -  

  5 未収入金   4,711   9,626  

  6 関係会社未収入金   450   450  

  7 繰延税金資産   93,328   97,132  

  8 その他   295   4,220  

 流動資産合計   4,093,057 93.9  4,468,801 94.3 

Ⅱ 固定資産        

  1 有形固定資産  ※1  90,370 2.1  84,903 1.8 

 (1)建物  47,512   44,257   

 (2)器具備品  42,857   40,646   

  2 無形固定資産  ※2  8,113 0.2  4,815 0.1 

 (1)ソフトウェア  7,825   4,527   

 (2)電話加入権  288   288   

  3 投資その他の資産   167,134 3.8  182,367 3.8 

 (1)投資有価証券 ※3 24,986   25,824   

 (2)長期差入保証金 100,287   100,829   

 (3)繰延税金資産  29,560   37,913   

 (4)その他  12,300   17,800   

    固定資産合計   265,617 6.1  272,086 5.7 

    資産合計     4,358,675 100.0  4,740,887 100.0 

 (負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

  1 未払金   1,261,253   1,716,970  
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 (1)未払手数料  1,146,571   1,610,997   

 (2)関係会社未払金 11,532  15,589  

 (3)その他未払金  103,148  90,384  

  2 未払費用   10,987   12,474  

  3 未払法人税等   552,544   588,464  

  4 預り金   52,182   91,095  

  5 賞与引当金   106,634   117,131  

  6 未払消費税等   47,343   79,299  

 流動負債合計   2,030,944 46.6  2,605,435 55.0 

Ⅱ 固定負債        

  1 退職給付引当金   79,645   103,386  

 固定負債合計   79,645 1.8  103,386 2.2 

 負債合計   2,110,589 48.4  2,708,821 57.1 

        

 (純資産の部)        

Ⅰ 株主資本       

  1 資本金   649,500 14.9  649,500 13.7 

  2 資本剰余金      

 (1)資本準備金   616,875 14.2  616,875 13.0 

  3 利益剰余金        

 (1)その他利益剰余金       

 繰越利益剰余金  981,710 22.5  765,789 16.2 

 株主資本合計   2,248,085 51.6  2,032,164 42.9 

Ⅱ 評価・換算差額等        

 1 その他有価証券評価差額金  -   △ 98 △ 0.0 

 評価・換算差額等合計  -   △ 98 △ 0.0 

 純資産合計   2,248,085 51.6  2,032,065 42.9 

    負債・純資産合計  4,358,675 100.0  4,740,887 100.0 
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(2)【損益計算書】 

    期 　別 第8期 第9期 

  自　平成18年4月 1日 自　平成19年4月 1日 

  至　平成19年3月31日 至　平成20年3月31日 

科 　目     金　　　　額   (千円) 百分比 (％) 金　　　　額   (千円) 百分比 (％) 

        
Ⅰ
　 
営業収益        

 1 委託者報酬  8,035,863   10,664,124   

 2 投資顧問料  281,884   -   

 3 運用受託報酬  - 8,317,747 100.0 61,221 10,725,345 100.0 

Ⅱ 営業費用        

 1 支払手数料  3,673,235   5,111,300   

 2 広告宣伝費  201,009   308,957   

 3 受益証券発行費  83,684   70,805   

 4 調査費        

 ① 調査費  155,309   214,414   

 ② 委託調査費  1,436,679   1,487,696   

 5 委託計算費  49,917   49,627   

 6 営業雑経費        

 ① 通信費  9,529   13,348   

 ② 印刷費  64,536   91,440   

 ③ 諸会費  8,618 5,682,519 68.3 3,206 7,350,797 68.5 

Ⅲ 一般管理費        

 1 給料        

 ① 役員報酬 ※1 172,817   178,292   

 ② 給料・手当  471,869   482,908   

 ③ 賞与  43,108   202,005   

 2 交際費  18,739   24,623   

 3 旅費交通費  43,888   71,413   

 4 租税公課  26,139   20,969   

 5 不動産賃借料  127,973   125,365   

 6 退職給付費用  81,767   42,898   

 7 固定資産減価償却費  17,458   15,399   
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 8 業務委託費  80,718   93,530   

 9 諸経費  92,079 1,176,559 14.1 135,717 1,393,125 13.0 

 営業利益   1,458,668 17.5  1,981,422 18.5 

Ⅳ 営業外収益        

 1 受取利息  404   1,693   

 2 受取配当金  434   433   

 3 為替差益  -   68,992   

 4 雑収入  2,467 3,306 0.0 6,723 77,843 0.7 

Ⅴ 営業外費用        

 1 為替差損  30,623   -   

 2 雑損失  - 30,623 0.4 6,444 6,444 0.1 

 経常利益   1,431,351 17.2  2,052,821 19.1 

Ⅵ 特別損失        

 1 固定資産除却損   4,773 0.1  82 0.0 

 税引前当期純利益   1,426,577 17.2  2,052,738 19.1 

 法人税、住民税及び事業税  576,990   980,749   

 法人税等調整額  △ 122,888 454,101 5.5 △ 12,089 968,659 9.0 

 当期純利益   972,476 11.7  1,084,079 10.1 
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(3)【株主資本等変動計算書】

第8期　(自 平成18年4月 1日　至 平成19年3月31日)

項　　目

株主資本

純資産
合　計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主
資本合計資　本

準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高(千円)   649,500   616,875  509,234 1,775,609 1,775,609

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 － － △ 500,000△ 500,000△ 500,000

当期純利益 － － 972,476972,476972,476

事業年度中の変動額合計(千円) － － 472,476472,476472,476

平成19年3月31日残高(千円) 649,500616,875981,7102,248,0852,248,085

第9期　(自 平成19年4月 1日　至 平成20年3月31日)
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項　　目

株主資本
評価・換算
差額等

純資産
合　計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主
資本合計

その他有価
証券評価差
額金

評価・
換算
差額等
合計

資　本
準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年3月31日残高(千円)    649,500    616,875    981,710 2,248,085
         

－
         

－
 2,248,085

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 － － △1,300,000△1,300,000－ －
△

1,300,000

当期純利益 － － 1,084,0791,084,079－ － 1,084,079

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額(純額)

－ － － － △ 98△ 98 △ 98

事業年度中の変動額合計(千円) － － △ 215,920△ 215,920△ 98△ 98△ 216,019

平成20年3月31日残高(千円) 649,500616,875765,7892,032,164△ 98△ 982,032,065
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重要な会計方針 

  期   別 第8期 第9期 

  自  平成18年4月 1日 自  平成19年4月 1日 

項   目  至  平成19年3月31日 至  平成20年3月31日 

1.有価証券の評価基準及
び評価方法 

(1)満期保有目的債券  (1) 満期保有目的債券  

  償却原価法(定額法)を採用しております。  同左 

      

    (2) その他有価証券  

     時価のあるもの  

    

 

 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（売却
原価の算定は移動平均法）を採用しておりま
す。 なお、評価差額については、全部純資産直入
法により処理しております。 

2.固定資産の減価償却の
方法 

(1)有形固定資産  (1)有形固定資産  

  定額法を採用しております。 ① 平成19年3月31日以前に取得したもの 

   なお、主な耐用年数は以下の通りです。  旧定額法によっております。 

   建物　　　　　　10年～18年 ② 平成19年4月1日以降に取得したもの 

   器具備品　　　 　3年～ 8年  定額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

     建物　　　　　　10年～18年 

     器具備品　　　 　3年～ 8年 

      

EDINET提出書類

ピーシーエ－・アセット・マネジメント株式会社(E12566)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

50/92



    （会計方針の変更）  

  

  　法人税法の改正(「所得税法等の一部を改正する法
律」平成19年3月30日法律第6号および「法人税法施
行令の一部を改正する政令」平成19年3月30日政令第
83号)に伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形固
定資産の減価償却の方法は、改正後の同法に定める
「定額法」によっております。これによる財務諸表に
与える影響は軽微であります。なお、当該処理の変更
が下期に行われたため、中間・年度の首尾一貫性が保
持されていません。これはシステム対応作業が当下期
に完了したことによるものです。従って、当中間会計
期間は従来の方法により減価償却費を計上しており
ますが、当中間会計期間において当事業年度と同一の
方法で処理した場合の中間財務諸表における影響は
軽微であります。 

    （追加情報）  

  

  　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産につ
いては、従来の償却可能限度額まで償却が終了した
翌年から5年間で均等償却する方法によっておりま
す。これによる財務諸表に与える影響は軽微であり
ます。 

  (2)無形固定資産  (2)無形固定資産  
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定額法を採用しております。なお、自社利用のソ
フトウェアについては、社内における利用可能期
間(5年)に基づく定額法を採用しております。 

 
 

同左 

3.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金   (1) 貸倒引当金   

      

   

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
但し、当期の計上額はありません。 

 

同左 

  (2)賞与引当金  (2) 賞与引当金  

      

   
従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の
当期負担額を計上しております。  

同左 

  (3)退職給付引当金  (3) 退職給付引当金  

      

    

従業員の退職金の支払に備えて、当社退職金規程
及び特別退職慰労引当金規程に基づく当期末自
己都合退職金要支給額を計上しております。ま
た、内規に基づく役員退職慰労引当金を退職給付
引当金に含めて計上しております。 

 

同左 
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4.リ－ス取引の処理方法           
　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リ－ス取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。 

 同左 

 

  

   

5.その他財務諸表作成の
ための基本となる重要
な事項 

(1)消費税等の会計処理  (1) 消費税等の会計処理  

  
消費税等の会計処理は、税抜方式によっていま
す。 

 

 
同左 
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会計方針の変更 

 第8期   第9期  
自　平成18年4月 1日 自　平成19年4月 1日 

至　平成19年3月31日 至　平成20年3月31日 

              

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）       

 

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17
年12月9日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業
会計基準適用指針第8号）を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。従来の
「資本の部」の合計に相当する金額は2,248,085千
円であります。
　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に
おける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により
作成しております。 

   

              

表示方法の変更 

 第8期   第9期  
自　平成18年4月 1日 自　平成19年4月 1日 

至　平成19年3月31日 至　平成20年3月31日 
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　金融商品取引法の施行（平成19年9月30日）及び
投資運用業等統一経理基準（旧 投資顧問業統一
経理基準の制定について）の改正（平成19年12月
19日）に伴い、以下の表示方法の変更を行ってお
ります。 

 

   (損益計算書）  

   

　前事業年度において「投資顧問料」として表示
しておりました投資一任契約の運用受託報酬は、
当事業年度においては「運用受託報酬」として表
示しております。なお、前事業年度における「運用
受託報酬」は、281,884千円であります。 
　なお、当該変更は、当該改正が当下半期に行われ
たため、当下半期に行っており、当中間会計期間は
従来の方法によっております。 

 

              

    次へ
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

第8期 第9期 

(平成19年3月31日現在) (平成20年3月31日現在) 

                  
※1 有形固定資産の減価償却累計額は次の通りでありま
す。 

※1 有形固定資産の減価償却累計額は次の通りであり
ます。 

    
 　 建 　 　 物  7,990 千円   建 　 　 物  11,246 千円 
 　 器 具 備 品  42,644 千円   器 具 備 品  48,112 千円 
    
    
    
※2 無形固定資産の減価償却累計額は次の通りでありま
す。 

※2 無形固定資産の減価償却累計額は次の通りであり
ます。 

    
 　ソ フ ト ウ ェ ア  54,309 千円   ソ フ ト ウ ェ ア  57,607 千円 
    
    
    
※3 投資有価証券は全て営業保証金として関東財務局へ
　　差し入れているものであります。 

※3 投資有価証券のうち24,991千円を、営業保証金として関東
　　財務局へ差し入れております。 
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(損益計算書関係) 

 第8期  第9期 

自　平成18年4月 1日 自　平成19年4月 1日 

至　平成19年3月31日 至　平成20年3月31日 

    
※1 役員報酬の限度額は次の通りであります。  ※1 役員報酬の限度額は次の通りであります。  
    
 　取　締　役 年額200,000 千円以内  取　締　役 年額400,000 千円以内 

 　監　査　役 年額 15,000 千円以内  監　査　役 年額 15,000 千円以内 

    
    
    
    
    
                  

(株主資本等変動計算書関係) 

1.発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 23,060 － － 23,060 
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2.配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり配当
額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年12月13日
臨時株主総会 

普通株式 1,300 56,375 平成19年9月30日 平成19年12月14日 
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（リース取引関係）

　 第8期 　 　 第9期 　

自　平成18年4月 1日 自　平成19年4月 1日

至　平成19年3月31日 至　平成20年3月31日

　 　 　 　

　

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引

　 　

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

　

　

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

　 　

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

　

　 　 　 　

　 　 　

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

　 　 　 　

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相当
額

（千円）

期末残高
相当額
（千円）

　

　 車両 　 12,0984,355 7,742　 　 車両 　 8,4463,5194,927　

　 器具備品 13,1417,631 5,510　 　 器具備品 19,0074,74014,266　

　 合計 　 25,24011,98713,253　 　 合計 　 27,4548,26019,193　
　 　 　 　

　

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末
　　　残高が有形固定資産の期末残高等に占め
　　　る割合が低いため、支払利子込み法によ
　　　り算定しております。 　 　

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末
　　　残高が有形固定資産の期末残高等に占め
　　　る割合が低いため、支払利子込み法によ
　　　り算定しております。

　

　 　 　 　

　 （2）未経過リース料期末残高相当額 　 　 （2）未経過リース料期末残高相当額 　
　 　 　 　

　 未経過リース料期末残高相当額 　 　 未経過リース料期末残高相当額 　

　 1年内 5,558千円 　 　 1年内 6,199千円 　
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　 1年超 7,694千円 　 　 1年超 12,994千円 　

　 合計 13,253千円 　 　 合計 19,193千円 　
　 　 　 　

　

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過
　　　リース料期末残高が有形固定資産の期末残
　　　高等に占める割合が低いため、支払利子込
　　　み法により算定しております。

　 　

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過
　　　リース料期末残高が有形固定資産の期末残
　　　高等に占める割合が低いため、支払利子込
　　　み法により算定しております。

　

　 （3）支払リース料及び減価償却費相当額 　 　 （3）支払リース料及び減価償却費相当額 　
　 　 　 　

　 支払リース料 4,946千円 　 　 支払リース料 6,333千円 　

　 減価償却費相当額 4,946千円 　 　 減価償却費相当額 6,333千円 　

　 　 　 　

　 （4）減価償却費相当額の算定方法 　 　 （4）減価償却費相当額の算定方法 　

　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっております。

　 　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。

　

　 　 　 　

　 2. オペレーティング・リース取引 　 　 2. オペレーティング・リース取引 　

　 該当事項はありません。 　 　 該当事項はありません。 　
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(有価証券関係) 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

種類 

第8期 （平成19年3月31日現在） 第9期 （平成20年3月31日現在） 

貸借対照表
計　上　額 

時　価　 
差
額

貸借対照表
計　上　額 

時　価　 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 国債 
      

24,986 25,076 90 24,991 25,457 465 

合 計 24,986 25,076 90 24,991 25,457 465 

   

2. 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

       (単位：千円) 

種 類 

第8期 （平成19年3月31日現在） 第9期 （平成20年3月31日現在） 

1年以内 
1年超
5年以内 

5年超
10年以内

10年超 1年以内 
1年超
5年以内 

5年超
10年以内

10年超 

国 債 
        

－ 24,986 － － － 24,991 
       
－ 

－ 

合 計 － 24,986 － － － 24,991 － － 

3. その他有価証券で時価のあるもの 
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(単位：千
円) 

 種類 

第8期 （平成19年3月31日
現在） 

第9期 （平成20年3月31日現
在） 

取得原
価 

貸借対照表
計　上　額 

差額 
取得原
価 

貸借対照表
計　上　額 

差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 

投資信
託
受益証
券 

      

－ － － 1,000 833 △ 166

合 計 － － － 1,000 833 △ 166

   

(デリバティブ取引関係) 

    該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

第8期 第9期 

自  平成18年4月 1日 自  平成19年4月 1日 

至  平成19年3月31日 至  平成20年3月31日 

          
1. 採用している退職金制度の概要  1. 採用している退職金制度の概要  

    

 

退職一時金制度を採用しております。退職給付会計に

関する実務指針(平成11年9月14日 日本公認会計士協

会 会計制度委員会報告第13号)に定める簡便法(期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)によ

り、当期末において発生していると認められる額を計

上しております。また、一部の従業員を対象とした特

別退職慰労金規程に基づく当期末所要額及び内規に

基づく役員退職慰労金の当期末所要額も退職給付引

当金に含めて計上しております。 

 退職一時金制度を採用しております。退職給付会計に
関する実務指針(平成11年9月14日 日本公認会計士協

会 会計制度委員会報告第13号)に定める簡便法(期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)によ

り、当期末において発生していると認められる額を計

上しております。また、一部の従業員を対象とした特

別退職慰労金規程に基づく当期末所要額及び内規に

基づく役員退職慰労金の当期末所要額も退職給付引

当金に含めて計上しております。 

    
2. 退職給付債務に関する事項(平成19年3月31日現在) 2. 退職給付債務に関する事項(平成20年3月31日現在) 

    

 退職給付債務及び退職給付引当金 79,645千円  退職給付債務及び退職給付引当金 103,386千円

    
3. 退職給付費用に関する事項  3. 退職給付費用に関する事項  
 (自平成18年4月1日至平成19年3月31日)  (自平成19年4月1日至平成20年3月31日) 

    
 退職給付費用 81,767千円  退職給付費用 42,898千円 
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    次へ
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（税効果会計関係） 

(単位：千円） 

第8期 第9期 

(平成19年3月31日） (平成20年3月31日） 

1　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    

（繰延税金資産）  （繰延税金資産）  

 賞与引当金損金算入限度超過額 43,400  賞与引当金損金算入限度超過額 47,672 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 29,440  退職給付引当金損金算入限度超過額 37,655 

 未払費用否認額 8,663  未払費用否認額 4,978 

 未払事業税 41,089  未払事業税 44,432 

 その他 294  その他有価証券評価差額金 67 

　繰延税金資産合計 122,888  その他 239 

  　繰延税金資産合計 135,046 

    

    

    

    

2　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳 

2　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳 

    

  法定実効税率 40.69%   法定実効税率 40.69% 
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  (調整）    (調整）  

  評価性引当額 △ 12.28%   住民税均等割 0.09% 

  住民税均等割 0.07%   交際費等永久差異 6.01% 

  交際費等永久差異 2.77%   その他 0.40% 

  その他 0.59%   税効果会計適用後の法人税の負担率 47.19% 

  税効果会計適用後の法人税の負担率 31.83%   

    

    　      　  

(持分法損益等) 

    該当事項はありません。 
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(関連当事者との取引) 

第8期   （自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

属 性 
会社等の名
称 

住　所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 

科目 

期末残高 

役員の
兼任等

事業上の
関係 

（千円） （千円） 

  

親会社
の
子会社 

ピーピーエ
ム
アメリカ 

米国
イリノイ
州 

1千
米ドル 

投資顧問
業 

なし なし 
再委託投
資顧問契
約の締結

再委託投
資顧問料
の支払
(注2) 

1,073,257 
未払手
数料 

269,704 

親会社
の

子会社 

M&Gインベスト
メント・マ
ネージメント
・リミテッド 

英国
ロンドン
市 

27.2百万
英ポンド 

投資顧問
業 

なし なし 

投資顧問
契約の締
結 

投資顧問
料の受領
(注1) 

72,892 － － 

再委託投
資顧問契
約の締結

再委託投
資顧問料
の支払
(注2) 

19,799 
未払手
数料 

17,850 

親会社
の

子会社 

プルーデンシャ
ル・アシュアラ
ンス・カンパ
ニー
リミテッド 

英国
ロンドン
市 

3,131千
英ポンド 

投資顧問
業 

なし なし 
投資顧問
契約の締
結 

投資顧問
料の受領
(注1) 

641,983 － － 

親会社
の

子会社 

ピーシーエー
生命
保険株式会社 

東京都
港区 

385
億円 

生命保険
業 

なし なし 
投資顧問
契約の締
結 

投資顧問
料の受領
(注1) 

52,010 
未収投
資顧問
料 

21,398 
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親会社
の

子会社 

プルーデンシャ
ル・
アセット・マネ
ジメント
（シンガポー
ル)
リミテッド 

シンガ
ポール 

1百万
シンガ
ポール
ドル 

投資顧問
業 

なし なし 

投資顧問
契約の締
結 

投資顧問
料の受領
(注1) 

34,029 － － 

再委託投
資顧問契
約の締結

再委託投
資顧問料
の支払
(注2) 

142,124 
未払手
数料 

43,655 

親会社
の

子会社 

プルーデンシャ
ル・ファンド・
マネジメント・
サービス・プラ
イベートリミ
テッド 

シンガ
ポール 

10百万
シンガ
ポールド
ル 

その他
サービス
業 

なし なし 
システム
情報関係
契約 

情報関連
費の支払

79,274 
関係会
社未払
金 

11,532 

親会社
の

子会社 

プルーデンシャ
ル・
アセット・マネ
ジメント（ホン
コン)
リミテッド 

香港 
5百万
香港ドル 

投資顧問
業 

なし なし 
再委託投
資顧問契
約の締結

再委託投
資顧問料
の支払
(注2) 

334,066 
未払手
数料 

56,941 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注1)当該会社との投資顧問契約に基づき、あらかじめ定められた料率を用いています。 

(注2)当該会社との再委託投資顧問契約に基づき、あらかじめ定められた料率を用いています。 

第9期   （自平成19年4月1日 至平成20年3月31日） 

属 性 会社等の名称 住　所 
資本金又
は出資金 

事業の内
容 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 

科目 

期末残高 

役員の
兼任等 

事業上の
関係 

（千円） （千円） 
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親会社
の

子会社 

ピーピーエム
アメリカ 

米国
イリノイ
州 

1千
米ドル 

投資運用
業(注1) 

なし なし 
調査業務
の委託
(注1) 

委託調査
費の支払
(注1,2) 

1,015,566 
未払手
数料 

221,287 

親会社
の

子会社 

M&Gインベスト
メント・マ
ネージメント
・リミテッド 

英国
ロンドン
市 

26.2百万
英ポンド 

投資運用
業(注1) 

なし なし 
調査業務
の委託
(注1) 

委託調査
費の支払
(注1,2) 

20,839 
未払手
数料 

3,201 

親会社
の

子会社 

ピーシーエー
生命
保険株式会社 

東京都
港区 

410
億円 

生命保険
業 

なし なし 
投資運用
契約(注
1) 

運用受託
報酬の受
領(注1,2)

61,221 － － 

親会社
の

子会社 

プルーデンシャ
ル
・アセット・マ
ネジメント
（シンガポール)
リミテッド 

シンガ
ポール 

1百万
シンガ
ポールド
ル 

投資運用
業(注1) 

なし なし 
調査業務
の委託
(注1) 

委託調査
費の支払
(注1,2) 

184,546 
未払手
数料 

92,847 

親会社
の

子会社 

プルーデンシャ
ル・ファンド・
マネジメント・
サービス・プラ
イベート・リミ
テッド 

シンガ
ポール 

10百万
シンガ
ポールド
ル 

その他
サービス
業 

なし なし 
システム
情報関係
契約 

情報関連
費の支払

60,794 
関係会
社未払
金 

15,589 

親会社
の

子会社 

プルーデンシャ
ル・
アセット・マネ
ジメント（ホン
コン)
リミテッド 

香港 
5百万
香港ド
ル 

投資運用
業(注1) 

なし なし 
調査業務
の委託
(注1) 

委託調査
費の支払
(注1,2) 

262,059 
未払手
数料 

6,565 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注1)金融商品取引法の施行に伴い表示を変更しております。 
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(注2)運用受託報酬、委託調査費は、第三者との取引と同様の契約に基づき決定されています。 
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(1株当たり情報) 

第8期 第9期 
自　平成18年4月 1日 自　平成19年4月 1日 

至　平成19年3月31日 至　平成20年3月31日 

　　　　1株当たり純資産額 97,488円53銭 　　　　1株当たり純資産額 88,120円79銭 

　　　　1株当たり当期純利益 42,171円56銭 　　　　1株当たり当期純利益 47,011円23銭 

　 　 　 　 

　 　 　 　 　 　 　 

（注）１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しない
　　　　ため記載しておりません。 
　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりです。 

　 　 　 第8期 第9期 

　 　 自　平成18年4月 1日 自　平成19年4月 1日 

　 　 　 至　平成19年3月31日 至　平成20年3月31日 

　 　 　 　 　 　 　 

当期純利益（千円） 　 972,476 　 1,084,079 

普通株主に帰属しない金額　(千円） 　 - 　 - 

普通株主に係る当期純利益　(千円） 　 972,476 　 1,084,079 

普通株式の期中平均株式数　(株） 　 23,060 　 23,060 

　 　 　 　 　 　 　 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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    次へ
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　中間財務諸表

(1) 中間貸借対照表
（単位：千円）

　 　 　 　 　 　 当中間会計期間末
　 　 　 　 　 　 （平成20年９月30日）

資産の部
流動資産

現金及び預金 2,427,772
前払費用 27,313
未収委託者報酬 1,904,989
未収入金 5,369
繰延税金資産 124,724
その他 849

流動資産計 　 4,491,018
固定資産

有形固定資産
建物 42,633
器具備品 36,908

無形固定資産
ソフトウェア 4,095
電話加入権 288

投資その他の資産
投資有価証券 25,778
長期差入保証金 115,939
繰延税金資産 33,979
その他 17,800

固定資産計 　 277,423

資産合計 　 4,768,441
負債の部

流動負債
未払金

未払手数料 1,308,119
関係会社未払金 10,180
その他未払金 7,137

未払費用 58,583
未払法人税等 453,477
預り金 14,090
賞与引当金 216,656
未払消費税等 29,425

流動負債計 　 2,097,670
固定負債

退職給付引当金 93,692

固定負債計 　 93,692

負債合計 　 2,191,363
純資産の部

株主資本
　 資本金 649,500

資本剰余金
資本準備金 616,875

資本剰余金計 　 616,875
　 利益剰余金

その他利益剰余金
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繰越利益剰余金 1,310,831

　 利益剰余金計 　 1,310,831

株主資本計 　 2,577,206
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △ 127

評価・換算差額等合計 　 △ 127

純資産合計 　 2,577,078

負債・純資産合計 　 4,768,441
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(2) 中間損益計算書
（単位：千円）

　 　 　 　 　 　 当中間会計期間
（自 平成20年４月 1日　

　 　 　 　 　 　 　至 平成20年９月30日）

営業収益
委託者報酬 4,972,093

営業収益計 　 4,972,093

営業費用 　 3,415,594

一般管理費 　 577,761

営業利益 　 978,737
営業外収益

受取利息 984
受取配当金 825
雑収入 561

営業外収益計 　 2,371
営業外費用

為替差損 14,825
雑損失 11

営業外費用計 　 14,837

経常利益 　 966,271
特別損失

固定資産除却損 233

特別損失計 　 233

税引前中間純利益 　 966,038

法人税、住民税及び事業税 　 444,634
法人税等調整額 　 △ 23,637

法人税等合計 　 420,996

中間純利益 　 545,041
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(3) 中間株主資本等変動計算書
(単位：千円)

　　 　 　 　 　 　 当中間会計期間
（自 平成20年４月 1日　

　 　 　 　 　 　 　 　至 平成20年９月30日）

株主資本
資本金

前期末残高 　 649,500

当中間期末残高 　 649,500
資本剰余金
資本準備金

前期末残高 616,875

当中間期末残高 　 616,875
利益剰余金
その他利益剰余金
　　繰越利益剰余金

前期末残高 765,789
当中間期変動額
　中間純利益 545,041

　当中間期変動額合計 　 545,041

当中間期末残高 　 1,310,831
株主資本合計

前期末残高 2,032,164
当中間期変動額
　中間純利益 545,041

　当中間期変動額合計 　 545,041

当中間期末残高 　 2,577,206
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

前期末残高 △ 98
当中間期変動額
　株主資本以外の項目の期中の変動額（純額） △ 28

　当中間期変動額合計 　 △ 28

当中間期末残高 　 △ 127
純資産合計

前期末残高 2,032,065
当中間期変動額
　中間純利益 545,041
　株主資本以外の項目の期中の変動額（純額） △ 28

　当中間期変動額合計 　 545,012

当中間期末残高 　 2,577,078

 
    次へ
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 　期　別 第10期中間会計期間

　 　 自　平成20年4月 1日
項　目 　 至　平成20年9月30日

1.有価証券の評価基準 (1)満期保有目的債券 　
及び評価方法 　 償却原価法（定額法）を採用しております。
　 　 (2)その他有価証券 　

　 　 　 　

時価のあるもの
決算期末日の市場価格に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）を
採用しております。なお、評価差額については、全部純資産直入法により処
理しております。

2.固定資産の減価償却 (1)有形固定資産 　 　
の方法 　 ①平成19年3月31日以前に取得したもの
　 　 　旧定額法によっております。
　 　 ②平成19年4月1日以降に取得したもの
　 　 　 定額法によっております。
　 　 　 なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　 　 　 建物　　　　　　10年～18年
　 　 　 器具備品　　　 　3年～ 8年
　 　 　 　

　 　 　

法人税法の改正(「所得税法等の一部を改正する法律」　平成19年3月30日
法律第6号および「法人税法施行令の一部を改正する政令」　平成19年3月
30日政令第83号)に伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産の減
価償却の方法は、改正後の同法に定める「定額法」によっておりますが、シ
ステム対応作業が前下期に完了したことにより、当該処理の変更は前下期
に行われております。 
なお、前中間期における減価償却費が当中間期と同じ改正後の同法に定め
る「定額法」によって計算された場合の前中間財務諸表への影響は軽微で
あります。

　 　 　 　
　 　 (2)無形固定資産 　

　 　 　 　
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。

3.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 　
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一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。但
し、当中間期の計上額はありません。

　 　 (2)賞与引当金 　

　 　 　
従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間期負担額を計上し
ております。

　 　 (3)退職給付引当金 　

　 　 　 　

従業員の退職金の支払に備えて、当社退職金規程に基づく当中間期末自己
都合退職金要支給額を計上しております。また、内規に基づく役員退職慰労
引当金を退職給付引当金に含めて計上しております。

4.リ－ス取引の処理方法 (1)所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年
４月１日より前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　 　
　 　 （会計方針の変更） 　
　

　 　 　

「リース取引に関する会計基準」の適用
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関す
る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会
第一部会）、平成19年３月31日改正））及び「リース取引に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本
公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年
４月１日以後開始する会計年度から適用されることになったことに伴い、
リース取引開始日が当会計年度に属する取引からこれらの会計基準等を適
用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。これ
らの会計基準等の適用による中間財務諸表に与える影響はありません。

5.その他財務諸表作成の
ための基本となる重要
な事項

(1)消費税等の会計処理 　
　 　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

第10期中間会計期間末

(平成20年9月30日現在)

　 　 　 　 　 　 　 　 　
※1 有形固定資産の減価償却累計額は次の通りであります。 　
　 建　物 12,870千円 　
　 器具備品 49,909千円 　
　 　
※2 無形固定資産の減価償却累計額は次の通りであります。 　
　 ソフトウェア 59,019千円 　
　 　
　 　
※3 消費税等の取り扱い 　
　 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「未払消費税等」として表示しておりま

す。
　

　 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　

(中間損益計算書関係)

第10期中間会計期間
自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

　 　
※1 減価償却実施額 　
　 有形固定資産 5,128千円 　
　 無形固定資産 1,411千円 　
　 　 　 　 　 　 　 　 　

(中間株主資本等変動計算書関係)
1.発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末
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普通株式（株） 23,060 － － 23,060
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（リース取引関係）

　　第10期中間会計期間（自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日）

　　１．ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(2) 通常の賃貸借契約に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両 8,446 4,927 3,519

器具備品 10,518 1,648 8,869

合計 18,964 6,575 12,389

（注）
取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額等
1年内 4,919千円
1年超 7,470千円

合計 12,389千円

（注）
未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産
の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額
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支払リース料 2,564千円
減価償却費相当額 2,564千円

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　２．オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

第10期中間会計期間末 (平成20年9月30日現在)

1. 時価のある有価証券 (単位：千円)

区　分
　中間貸借対照表
　計　上　額

時　価 差額

(1)満期保有目的の債券 　 　 　
　 国債・地方債等 24,993 24,945 △ 48

　 計 24,993 24,945 △ 48

区　分 取得原価
中間貸借対照表
計　上　額

差額

(2)その他有価証券 　 　 　
　 その他 1,000 784 △ 215

　 計 1,000 784 △ 215

(デリバティブ取引関係)

　　該当事項はありません。
 
 
(１株当たり情報)

　 第10期中間会計期間
項　　目 自 平成20年4月 1日
　 至 平成20年9月30日

1株当たり純資産額 　 111,755円36銭
1株当たり中間純利益金額 　 23,635円82銭

(注)1.潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

2.１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
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第10期中間会計期間
自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日

　 　 　 　 　
　 中間純利益 545,041千円
　 普通株主に帰属しない金額 －千円
　 普通株式に係る中間純利益 545,041千円
　 期中平均株式数 23,060株
　 　 　 　 　

(重要な後発事象)
　　該当事項はありません。
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４【利害関係人との取引制限】 

委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引につい
て、次に掲げる行為が禁止されています。

(1)　自己またはその取締役もしくは執行役との間における取引を行うことを内容とし
た運用を行うこと(投資者の保護に欠け、もしくは取引の公正を害し、または金融
商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で定めるものを
除きます。)。

(2)　運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の
保護に欠け、もしくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させ
るおそれがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

(3)　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件
で、委託会社の親法人等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有している
ことその他の当該金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体とし
て政令で定める要件に該当する者をいいます。以下(4)および(5)において同じ。）
または子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその
他の当該金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で
定める要件に該当する者をいいます。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引
または金融デリバティブ取引を行うこと。

(4)　委託会社の親法人等または子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関
して運用の方針、運用財産の額もしくは市場の状況に照らして不必要な取引を行
うことを内容とした運用を行うこと。

(5)　上記(3)および(4)に掲げるもののほか、委託会社の親法人等または子法人等が関
与する行為であって、投資者の保護に欠け、もしくは取引の公正を害し、または金
融商品取引業の信用を失墜させるおそれのあるものとして内閣府令で定める行為

 

５【その他】 

(1) 定款の変更
　委託会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

(2) 訴訟事件その他の重要事項
　委託会社および当ファンドに重要な影響を与えると予想される訴訟事件等は発生

していません。
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第２【その他の関係法人の概況】 
 

１【名称、資本金の額及び事業の内容】 

(1) 受託会社
 名称： 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
 資本の額： 324,279百万円（平成20年9月末日現在）
 事業の内容： 銀行法に基づき監督官庁の免許を受けて銀行業を営むとともに、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営法）に基づき監

督官庁の認可を受けて信託業務を営んでいます。
 

再信託受託会社
 名称： 日本マスタートラスト信託銀行株式会社
 資本の額： 10,000百万円（平成20年9月末日現在）
 事業の内容： 銀行法に基づき監督官庁の免許を受けて銀行業を営むとともに、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営法）に基づき監

督官庁の認可を受けて信託業務を営んでいます。
 

(2) 販売会社
 名称 資本金の額

（平成20年9月末日現在）

事業の内容

 丸三証券株式会社 10,000百万円

金融商品取引法に定め

る第一種金融商品取引

業を営んでいます。

 播陽証券株式会社 112百万円

 かざか証券株式会社 15,446百万円

 リテラ・クレア証券株式会社 3,794百万円

 水戸証券株式会社 12,272百万円

 二浪証券株式会社 100百万円

 ジョインベスト証券株式会社 21,400百万円

 ワイエム証券株式会社 1,270百万円

 みずほインベスターズ証券株式会社 80,288百万円

 日産センチュリー証券株式会社 1,500百万円

 東海東京証券株式会社 36,000百万円

 日本アジア証券株式会社 4,000百万円

 日興コーディアル証券株式会社 100,000百万円

 フィデリティ証券株式会社 3,207百万円

 西村証券株式会社 500百万円

 岡三オンライン証券株式会社 5,000百万円

 浜銀ＴＴ証券株式会社 3,307百万円
*

＊　平成20年11月4日現在
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２【関係業務の概要】 

(1) 受託会社

当ファンドの受託会社として信託財産の保管・管理等を行います。なお、信託事務

の一部につき、再信託受託会社に委託することがあります。
 

(2) 販売会社

当ファンドの受益権の募集の取扱いおよび販売、一部解約に関する事務、収益分配

金の再投資、一部解約金・収益分配金および償還金の支払いに関する事務等を行い

ます。
 

３【資本関係】 

(1) 受託会社

該当事項はありません。
 

(2) 販売会社

該当事項はありません。
 

 

第３【参考情報】 
 

金融商品取引法第25条第１項各号に掲げる書類のうち、当計算期間において提出した

ものは以下のとおりです。
 

平成20年 6月23日 臨時報告書

平成20年 9月11日 有価証券届出書の訂正届出書

平成20年 9月11日 有価証券報告書

平成20年 9月22日

平成20年10月17日

平成20年10月31日
 

臨時報告書

有価証券届出書の訂正届出書

有価証券届出書の訂正届出書
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成２０年８月１５日

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

新日本有限責任監査法人

  

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士　英　　公一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士　亀井　純子

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げ

られているＰＣＡインド株式ファンド（3ヵ月決算型）の平成１９年１２月１８日から平成２０年６月１６日までの特定期間

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＰＣＡイ

ンド株式ファンド（3ヵ月決算型）の平成２０年６月１６日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する特定期間

の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

(※) １. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

(※) ２．前期の財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

    次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成２１年２月１３日

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　英　　公 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　伊 藤 雅 人

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＰＣＡインド株式ファンド（3ヵ月決算型）の平成２０年６月１７日から平成２０年１２月１５日までの

特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＰＣＡインド株式ファンド（3ヵ月決算型）の平成２０年１２月１５日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了

する特定期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

(※) １. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

(※) ２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

    次へ
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独立監査人の監査報告書 
  

平成19年6月26日 

  

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

取締役会　御中 

  

あずさ監査法人 

    

指 定 社 員  

業務執行社員 
公認会計士　　平　栗　郁　郎　㊞ 

    

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ

られているピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第8期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　以　上 

  

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 
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独立監査人の監査報告書 
  

平成20年6月23日 

  

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

取締役会　御中 

  

あずさ監査法人 

    

指 定 社 員  

公認会計士 

業務執行社員 

　　平　栗　郁　郎　㊞ 

    

  

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社の平成19年4月1日から平成20年3

月31日までの第9期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、

監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

  

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 

  
    次へ

  

EDINET提出書類

ピーシーエ－・アセット・マネジメント株式会社(E12566)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

91/92



 

独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年12月11日

 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

取締役会　御中

 

 

あずさ監査法人

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士　　平　栗　郁　朗　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社の平成20年4月1日から平成

21年3月31日までの第10期事業年度の中間会計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社の平成20年9月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）の経営成績に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社が別途保管しております。
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